

















(1)は じ め に
周知 のよ うに,ソ ビエ トでは固定 フ ォン ド(固定資産)の統一再評価が1972年
1月1日 に コルホーズを含むす べてのホズ ラスチ ョー ト制企業 と組織に おい て
実 施 された(1)。そ して,こ の統一再評価 の結果を基礎に して,1975年1月1日
から適用 され ることに なった新 しい 「ソ連邦国民経済 の固定 フ ォン ドの減価償
却控除率」(以下 「1975年償却率」とい う)が作成 され,ま た,同 時 に採用 され る
ことに なった新 しい 「国民経済における減価償却控除 の計画化,算 定お よび利
用 の方法に関す る規程」(以下 「1975年規程」という)が制定 された〔2}。ところで,
ソビエ トでは,1960年1月1日 と1962年1月1日にそれ ぞれ実施 された国有
企業 と コルホーズの固定 フ ォン ドの統一再評価 の結果 を基礎に して作成 された
従来の「ソ連邦 国民経済 の固定 フ ォン ドの減価償却控除率」(以下「1963年償却率」
という)と㈲,同 時に制定 された従来の 「国民経済 におけ る減価償却控除の計画
化・ 算定お よび利用 の方法に関す る規程」 似 下 「1963年規程」 という)とがc4},
1963年1月1日か ら1974年末 までの12年間 それ ぞれ効 力を発揮 していた。
しか るに,こ の12年間に,科 学技術進歩 の もとでの生産 の集約化は進展 し,
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1965年9月の党決議に よ りいわゆ る 「新経済制度」が導入され,1967年と69
年 の価格改訂が実施 された。 これ らの事情は,1972年の固定 フ ォン ドの統一再
評価 の実施を必要 とさせ る と同時に,「1963年償却率」 を改訂 してrl975年償
却率」を作成す る ことと,「1963年規程」を改訂 して 「1975年規程」を制定す
ることを必要 とした ので あ る。
ここに,「1963年償却率」を一層正確にす るための決議が1968年9月30日
に ソ連邦 閣僚会議に よって採択 され ると同時に,新 償却率 の作成 と新規程の制
定 にむけての作業 が開始 され た㈲。 この作業 の過程では,ソ ビエ トにおけ る減
価 償却の理論 と制度 につ いての諸問題 が多数 の論 者に ょって論議 された。そ こ
で,本 稿は論 者たちに よりて提起 され た争点を明らかに して,「1975年償却率」
の作成 と 「1975年規程」 の制定をめ ぐるソ ビエ ト減価償却O.諸問題を究明して
い くことにす る。
〈1)なお翌年の1973年1月1日 には,'国家予算の資金で運営されている予算施設 と機関の固定フ
ォン ドに対 して統一再評価が実施 された。 これ らの点については,拙 稿 「ソビエ トにおける資
産再評価について」(本誌第58捲第5号)参 照。
〈2)拙稿 「ソビエ トにおける新減価償却率について』(本誌第59巻 ・1・2号)参 照。
(3).拙著 「ソビェ ト減価償却論争」(未来社)第4章 第3節 参照。
(4)拙稿 「ソピェ トにおける減価償却 の規程 と会計処理について」(本誌第59巻第3・4号)参照。
(5)ソビエ ト政府の決議以前にも,価 格改訂のため固定 フォン ドを再び再評価せよというシ トニ
ン 《B.CllTHUH》の見解,ま た,「1963年規程」は 「新経済制度」のもとでは適切でな くな り改




作成 と新規程の制定についての具体的な作業の開始 とそれについての論議の展開は,決 議 採択
後の70年代初期になってからである。
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け る科学技術進歩 の もとでの減価償却 は重要 な意義を もってい るとの共通 の認
識 の うえにた って,「1963年償却 率」 と 「1963年規程」 の適用後 のそれ らの実
態を国民経済 レベルの観点か らまたは個 々の企業 レベルの観点か ら実証的に調
査 ・分析 し,そ れ に もとついて 自己 の見解 を提起 している。本稿は,、実証 的資
料 の部分を割愛 し,.さしあた って論者たちが異 口同音に 提起 してい る争点のみ
を まず取 り上げて究 明し,ソ ビエ ト減価償却 の理 論 と制 度についての当面す る
主要 な諸問題を明 らかに してい くことに したい。
(1)参考資料について若干解説 してお きたい。 〔11〕,〔23〕,〔30〕お よび 〔36〕は,シ ンポジウムの
ノ
報告であ る。 このことか ら70年代初期に四つのシソポジウムが開催されていることを知ること
がで きる。一つは,70年後半に ソ連邦 ゴスプラン主催によって 「1963年償却率」の改訂と新償
却率作成 の方法論的訓令が科学者と実務家の参加の もとで討議 されたシンポジウムである(〔11)
:CTP.152-154.)。このシンポジウムに参加した一部の論者の見解は,後 日,「減価償却制度の改
善」なる論文集として出版 された(〔10〕参照)。二つは,「固定 フォン ド,投資および新技術の経
済的効率」問題についての ソ連邦科学 アカデ ミー経済部門の科学会議 レニングラー ド支部の 「固
定 フォン ドの効率」部によるシンポジウムである。このシンポジ ウムでは固定 フォン ドの耐用期
間の決定,道 徳的磨滅と適 確な償却率な どが討議 された(〔23〕:cTp.153-i55.)。三つは,1972年
9月末に,先 のソ連邦科学 アカデ ミー経済部門の科学会議 レニングラー ド支部 と 「社会主義生
産の経済的効率の向上方法」 問題に関す るロシア共和国高等中等教育省会議 の共催による 「技
術進 歩と固定 フォン ドの効率」をテーマ としたシンポジウムである。 このシンポジウムで は 技
術進歩のもとでの固定 フォン ドの耐用期間,更 新,拡 大再生産のための減価 償却基金の利用な
どが討議された(〔30〕:CTP.148-151.)。四つは,1973年6月末に,レ ニン グラー ドで開催され
た 「固定 フォン ドの国民径済胞効率とその経済泊評価方法」の全連邦科学 協議会で あ る。.協議
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会ではオブチ ァレンコ 《r.OBqapeHKo》が1972年と73年の統一資産再評価の結果を報告 し
た(〔36〕:CTP.153.)o
〔14〕はプダーベ イ 《B.K).ByAaBeA>の文献(〔2〕参照)の論評である。書評をしなが ら,セ ソ
チ ァゴフ 《B,CeHgarOB》はついでに自己の見解を示 している。〔49〕は新聞記事であ る。
(3)ソビエ ト減価償却の諸問題
多数の論者に よって争点 とな った減価償却の理論 と制度についての諸問題 と
しては,(1)道徳的磨滅の解決,(1)耐用期間 の決定,(N)減価償却の計算,
(W)償却率 の設定,(V)大修繕 の問題,(幻 未償却の問題,(W)減価償却基金
の形成,管 理 お よび利用,等 を指摘す ることが できる。そ こで以下 これ らの諸
問題を順次 究明 しよ う。
(1)道徳的磨滅 の解決
「党生活」誌(1955年第11号)に発表 された ペル ヴーシン 《C.1"lepBymKH》の論
文 とソ連邦共産党第20回 大会(1956年2月)席上 での プルガー=ン 報告 とに よ
って,社 会主義 の もとで も固定 フ ォン ドの道徳的磨滅が存在す ることが確認 さ
れてい らい,道徳的磨滅を どの よ うに解 決す るかは 「1963年償却率」 の作成 と
「1963年規程」 の制定をめ ぐる前回の論 争過程 では大 きな争点 の一つであ った
n}。 この争点 は前回 の論争過程においては次の よ うに解決 され た。 固定 フ ォン
ドの道徳的磨滅には二 つの形態が ある。第一形 態の道徳的磨滅は同一 の性能 の
労働手段がその生産 の労働 生産性 向上に よ って生産廉価 となって価値低下す る
ことであ り,こ の場合には,労 働 手段 は同一 の使用価値 を維持 しなが らも自己
の価値 のみを消失 させ る。第二形態 の道 徳的磨滅は全 く新 しい性能 の労働 手段
の出現に よって既存 の労働手段 の価値 を低下 させ るこ と で あ り,こ の場 合に
は,労 働手段は価値 のみな らず 自己 の使用価値を も消失 させ る。 そこで,道 徳
的磨滅の第一形 態は固定 フ ォン ドの再評価に よる再調達価額 の決定 のさいに考
慮し,第 二形 態は減価償却期間 の短縮 と更新用償却率 の引き上げに よって考慮
す る,よ うに してそれぞれ解 決 したのが前回 の論 争であ った{2}。
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では,「1975年償却率」 の作成 と 「1975年規程」 の制定をめ ぐる今回 の論議
過 程 では道徳的磨滅 の解 決の問題 は ど うで あ ったか。
まず,1970年12月に承認 された 「現行 の減価償却控除率の正確化 と減価償却
計算 のための固定 フォン ドの分類に関す る方法 論 的 訓 令」(以下 「1970年訓令」
という)を解説しているザ ングピィル 《3.L3aHrB朋b》と トル カチ ェフ 《A.C.
'T
onKaqeB》は,「1970年訓令」では二 つの道徳 的磨滅 の形態 の考慮 は前 回の論
争 の決着 と原則的には同一の解決方 法を指 示 してい るとのべ,そ れに対 して と
bた てて反対 をしていない(〔10-a〕:cTp.14・-15.)。ズ ゥザ ア 《B.3bi3a》と リイス
イ ツ ゥン 《K).JIHC四HH》も道徳的磨滅 の第一形 態は 固定 フ ォン ドの再評価で
解 決すべ きである と言 明してい る(〔48〕:CTP.18.)。また,フ メレフスキー 《H.
XMeneBCKvath》は,償 却率 を一層正確 にす るた めには,設 備 の経済的耐用期 間の
短縮に よって道徳的磨滅 を考慮 して きた権威 ある伝統 的な考 え方 は維持 され る
べ きであ るとしてい る(〔7〕:CTP.14.)。さらに,プ ダーペ イ 《B.K).ByAaBeti>
も 「1963年償却率」 の作成過程で蓄 積 された経験 は今 日で も維 持 され るべ き・で
あ るとい う(〔10-b〕言CTP,23.)。こ うして,今 回の論議 では 多 くの論 者は,'道徳
的 磨滅 の考慮の基本的方 向は前 回の論争 で決 着をみた解決 方法 を承 認 し て お
り,そ の前提にた って次 の ような見解 を展 開 してい る。
フメレフスキー 《H.XMe誠eBCKH助は,現 代の技術進歩 の水 準 と道徳 的磨滅
に よる固定 フ ォン ドの除却 とに適応 した償却率 を 作 成 し,償 却率を定期 的に
(5年または6年の間隔で)改訂すぺ し とい う(〔7〕:CTP.14.)。プダーベ イ 《B.6yna・
Be助 とコノバ ァローバ ァ 《H.KOHOBanOBa》は,道 徳 的磨 滅の第一形態の考慮
を 固定 フ ォン ドの再評価 のみに帰す ることは正 し くな く,こ の問題は労働手段
の生産 と利用におけ る道徳的磨滅 の算定 に も注意を払 うぺ きであ るとす る。そ
して,生 産においては労働手段 の生産を廉価 とす る方法,労 働手段 の晶質の改
善,設 計期 間の短縮等 の問題,利 用においては生 産費におけ る陳腐化 した労働
手段 の部分 の算定 問題 をそれぞれ考慮 して,固 定 フ ォソ ドの製造におけ る労働
生 産性 の 向上方法 に注 目す る必要があ るとい う(〔13〕:CTP.36.)。一方,道 徳的
磨滅 の第二形 態の考 慮を労働手段 の耐用 期間の修正 とい う減価償 却政策 のみに
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帰す ることはで きない と二人 の論 者はい う。道徳 的磨滅 は予知で きない性格 の
ものであ って も,その発生 要因をで きるだけ 明確に し,機械製作業におけ る新 し
い性能 の労働手段 の生産能力を基礎 にした機械設備 の見通 しバ ランスを編成 し
て,そ の資料を もとに耐用期間を決定す る必要が ある。道徳的磨滅の第二形態
のもとでは,従 来 の性能 の低い労働手段は新 しい性能 の労働手段 と取替 えねば
ならないため,更 新 テンポの引き上げは 固定 フ ォン ドの再生産問題 と関連を も
つ とい うのであ る(〔13〕:CTP.37-39.)。こ うした考 え方 にそ った うえで,と く
に,ブ ダーベ イ 《B.ByAaBeti>et,固定 フ ォン ドの耐用期間 の短縮はその価値
の回転 の加速化 と関連 しな くてはな らない こと(〔5〕言CTP.10.),また コ ノバ
ァローバ ァ《H.n.KOHOBanoba》は,償 却率 のたんなる引 き上げであ ってはなら
ず,引 き上 げの基礎には固定 フ ォン ドの操業度 を高め る ことがな くてはならな
い こと(〔10-e〕:cTp.77.)をそれ ぞれ 強調す る。ザ ァ・ミリィシン 《M.3aBa朋皿田H》
とシオル 《A.Hlop》も,固 定 フ ォン ドの道徳 的磨滅 を克服す る重要な方法は,
機械 と設備 の耐用期 間を近 い将 来におけ る生産 の見通 しを基礎に して,物 理的・
に完全 に磨滅 す る以前に実際に可能 である取替 えの時期 を解 明して決定す るこ
と,そ して,固 定 フ ォン ドの集約的 な利用を組織的に強 めるこ とであ ると主張
してい る く〔4〕:CTP.20.)。また,ビ フ リヤエ フ 《A.Blixn"eB》は,道 徳 的磨滅
の第一形態に よる労働手段 の廉価 は償却 率に直接関係な く,た だ固定 フ ォン ド'
を長期にわた って再評価 されない時にのみ生 産費に影響 し,道 徳的磨滅 の第二
形態に よる損失は償却率 の引き上げに よって解決すべ きであ るが,主 観的な減
価償却政策に よる償却率 の引 き上げは企業 の完全 ホ ズラスチ ョー トの強化に と
って障害であ るので,労 働手段 の価値 の客観 的な磨滅 に基礎をおいた償却率の
引き上げをすべ きであ ると主張 す る(〔15〕:CTP.57-58.)。
ズ ゥザ ア 《B.3bi3a》と リイスイツ ゥン 《IO.JlllcliublH》は,道 徳的磨滅の第'
一形態は固定 フ ォン ドの再評価 で解決で き るが,問 題 は道徳的磨滅 の第二形態
の大 きさの算定であ るとす る。そ して,従 来 の機械を取替 えることを よしとす
る基準は,生 きた労働 と対象化 された労働 の削減であ る と考 え,道 徳的磨滅のb
大 きさを 算 定 す る次 の公 式 を 提g昌し て い る(〔48〕:CTP・19・){3)。
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H・一一竿 ・1・
且c……古い機械の取得,稼 働サービスおよび修繕の費用






∂c……古い機械の年 間稼働費,9H……新 しい機械 の年間稼働費
Tc……古 い機械 の標準耐用命数,TH……新しい機械の標準耐用命数
Pc……古 い機械 の大修繕 回数,PH……新 しい機械の大修繕回数l
Kc……古L)機械の平均大修繕費,KH……新 しい機械の平均大修繕費
nc……古 い機械の時間当 りの生産性,rlH…新 しい機械 の時間当 りの生産性
な お,そ のほ か の道 徳 的 磨 滅 の解 決 策 の見解 とし ては,償 却 率 を 引 き上 げ る
と 同時 に更 新用 償 却 率 に 時 間 的要 素 を考 慮 せ よ とい うメル キ ン 《P.MePKtiH》の
見 解(〔11〕:CTP.153.),労働 手段 の耐 用 期 間 を 短 縮す る にせ よ,そ の期 間 は 固
定 フ ォン ドの 自己 の社 会 的 使用 価 値 を維 持 し てい る期 間つ ま り社 会 的労 働 生 産
性 の手 段 とし て機 能 し活 労 働 と死労 働 の節 約 手 段 とな りえ る期 間 と一 致 す べ き
で あ る とい うザ ァハ ロ フ 《B.3axapoB》の見解(〔23〕:cTp.153.)が,シン ポ ジ
ウ ムで のそ れ ぞ れ の発 言 と して み る こ とが で き る。
以 上 が 道 徳 的磨 滅 の解 決 方 法 につ い て の論 者 た ちの主 要 な 見 解 で あ る。
{1)拙著 「ソビェ ト減価償却論争」(未来社}第3章 第1節 参照。
〈2)前掲書385-388頁。
《3)なお,道 徳的磨滅を高度の数学を利用して算定し,固 定 フォソ ドの償却率を設定し耐用 期 聞
を決定しよ うとす る試みは,ピ ル メソ シ ュテ イ ン 〈A.nHnhMeHUITePtH》と メナ ホ フ 《O.
MeHaφoB》の論文(〔28〕.:cTp.126-129.)とコノバ ァPブ 《O.A.KoHoBanoB》の論文(〔32〕:cTp.
112-119.)rcもみることがで きる。蒙た,道 徳的磨滅と価格形成について コシゥタ〈A.KomyTa》
とポゼ ノーバ ァ 《JLPo3eHoBa》は究明している(〔46〕:cTp.62-73.)。
(II)耐用期間の決定
ソビエ トでは これ までに固定 フ ォノ ドの経済的に合理 的な耐用期間の決定に
つ いてさまざ まな見解 が存 在 していた{1)。まず,こ れ らの見解 を列挙す るなら
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ば次 の ようである。1.コ ン ソン 《A.C.KoHcoH》や コレ ガェ フ 《P.H.Kone-
raeB》等 に よる計算法(2}:これはあ る特定の機械 の 「極限」 または 「最高年数」
の耐用期間を複雑な数学 を利用 して決定す る方法であ るが,き わ めて抽象 的で
固定 ブォン ドの実際 の再生産の条件 を考慮 されない欠点を もっている。2.生
産物 の原価水準 を基準 とす る方法:こ れは,設 備の命数は稼働費 と関係があ る
と考え,一 定期 間設備稼働費は均等 であるので生産物 の原価水準は均等であ る
が,あ る時期が くる と設備稼働費は増大 して生産物 の原価水準は高 くなるとみ
て,こ の時期を設備 の極 限の耐用期 間 と決定す る方法である。 この方法は,設
備の生産性は徐 々に変化 し生産物 の原価水準に大 き く影響 しない ことが経験 に
よって示 されてお り,よ って労働 手段の耐用期間 の合理的 な決定 とな りえない
欠点を もっている。3.経 験 的(実験的)方法:こ れは特定 の器具を実験室 で そ
の機能が停止す るまで利用 してみてその耐用期間を決定す る方法である。 ただ
し,こ の方法は固定 フ ォン ドとして会計上認め られ ない耐用年 数が1年 以内の
労働用具に適用 され る。▲ 統計 的方法:こ れは固定 フォン ドの耐用期間につ
いての過去の資料を考慮 して将来 の耐用期間を決定す る方法であ る。 この方法
は主 として物理的磨滅を もとにして決定 され る建物 と構築物 の耐用期間の算定
に適用 され る。5.鑑 定方 法:こ れは 固定 フ ォン ドの技術状態 を専門家に よっ
て調査 して,そ の鑑定結果に よって耐用期間を決定す る方法であ る。 この方法
は,1960年,62年,72年,73年の固定 フ ォン ドの統一再評価 に さい して実施
された方法であるが,と もすれば主観的評価 に もな りかねないし,道 徳的磨滅
の第二形態を考慮で きない欠点を もってい る。6.大 修繕 を基準 とす る方法:
これは,設備 の命数は大修繕費 と関係す ると考 え,設備を一定 の段階に まで運営
す ると大修繕 費は彪大 とな り大修繕 を実施す ることが非合理 とな るので,こ の
段階 までを耐用期間 と決定す る方法で ある。 この方法は,大 修繕は設備の物理
的磨滅を基礎に して実施 され るので,道 徳的磨滅を考慮 しない。8.機 械製 作
業の技術進歩の見通 しを基準 とす る方法:こ れは,`機械製作業 の個 々の部門た
おける新 しい機械の生産量 と技術的に陳腐化 した古い機械の取替 え量を明らか
にした将来の設備見通 しバ ランスを基礎に して,労 働手段の耐用期間を決定 す
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る方法 である{3}。
以上みた固定 フ ォン ドの耐用期間 の決定方法には,そ れぞれ長所 と短所 があ
るが,採 取業(石油,石炭,ガ ス,鉱石の鉱業)を除い て,ソ ビエ トでは 諸 条件に
照応 した適切 な上記 の耐用期間決定 方法 のいずれかを適用 して,固 定 フ ォン ド
の耐用 期間が決定 され てきた。
では,今 回の論議過程では先 の(1)の問題 とも密 接な関連 を もった耐用期間
の決定 の問題は ど うであ ったか。
まず,「1970年訓令」では,固 定 フ ォン ドの経 済的に合理 的な耐用期間は一
つに固定 フ ォン ドの物理 的磨滅(技術的特質と物質的特質にもとつ く固定 フォン ドの
耐久性)と二 つに操業 中の固定 フォン ドと りわけ機械 と設備の道 徳的 磨 滅(部門
と生産の技術的新装備の見通し計画と陳腐化設備の取替えおよび近代化)とを考慮 して
決定 され るべ きである とい う(〔10・a〕:CTP.13-14.)。論者た ち は こ の訓令 の基
本的方針にそ って豊富な実態資料を分析 しつつ次の よ うな諸見解 を 示 し て い
る。
ブダーベ イ 《B・ByAaBeti>とコノバ ァロ 一ーバ ァ 《H.KOHOBaUOBa》は,耐 用期
間(=減価償却期間)の決定 には,過 去に おける陳腐化 した設備の取替えの実践 と
将来 の計画におけ るその起 りえるすべ ての変化に注 目しなければ ならない とい
う。そ して,前 回の論争過程 では1959～65年の 時期におけ る技 術の再 生産 の
諸条件を配慮 して耐用期 間を決定 した が,そ れは長期 の耐用期 間 とな り設備 の
更新 テンポと一致 しなか ったので,今 回の論議過程 では第9次5ヵ 年 計画に示
された生産の集約化 の加速度化にそ って耐用期間を一層短縮 しなけれ ばならな
い と主張す る(〔13〕:CTP.38.,〔10-b〕:CTP.2&)。
パ ブロフ 《rl.M.naBaOB》は,耐 用期 間の決定(=償却率の決定)には,一 方に
おいて固定 フ ォン ドの実際 の回転 の長 さを計算 し,他 方に おい て現存労働手段
を ヨ リ生産 性あ る労働手段 と取 替 える見通 しを 明らかにす る必要が あ る と い
う。 ところで,固 定 フ ォン ドの実際 の回転を決定す る ことは計算 された年 間の
更新用減価 償却額 と年間に受入れ た固定 フ ォン ドの価値 とを比較す ることであ
るとし,前 者が後者を超過す る時,減 価 償却額 の一部分は貨幣準備金 か ら新 し
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い労働手段 の物 的形態へ の転 化が未完 了である ことを示す ので,こ の場合は新
たに受入れた固定 フォン ドの価値に等 しい減価償却額を,反 対に後者 が前者を
超過す る時,新 しい固定 フォン ドの価値 の一 部分は純所得か ら形成 された こと
を示すので,こ の場合は計算 された更新用減価償却額を,そ れぞれ とる。そ し
て,こ うして得 られた金額を年度初 めの生産的 固定 フ ォン ドの在高で除す るこ
とに よって 固定 フ ォン ドの年間の回転数 を決定 せ よ と 主 張 す る(〔10-c〕:CTP.
53.)。






定義に従っている)。そして,新 償却率が作成 され た当初においては,標 準 耐 用
期間 と経済耐用期間は一致す るが,技 術進歩 と再生産 の諸条件 の変化に よって
やがて両者 は不一致 とな る。実際耐用期間 と経 済耐用期 間 との間に も政 治経済
的要因や主観的要因に よって時 の経過 とともに分離 し矛盾が生ず る とい う。 さ
らに,労 働手段 の実際 の再生産 の客観的過程 を示す経済耐用期 間 と経済政策 の
カテゴ リーである労働 手段 の取替え期間 とは区別 しなければ ならない とみ る。
ところで,機 械 と設 備の経済耐用期聞は,機 械 と設 備の稼働過程 において労働
生産性の向上を もた らす期 間,つ ま り,標 準平均的 な生産 条件 を確保す る期間
でなけれ ばな らない とし,さ らに この期間を新 しい技 術 として機械 と設備が機
能す る期間(部門平均原価と比較して低い原価を確保する期間)と,平凡な技術 と し
て帳械 と設備が機能す る期間(標準的な生産条件を維持する期間)とに区 別 す る。
もとよ り,経 済耐用期間は労働手段 の物理的磨滅 と道徳的磨滅 などの諸要 因 と
も関係す る。い ま機械製作業の技術進歩 のテンポが労働 手段 の物理的 命数を う
わ まわ るならば,経 済耐用期間を短縮 させ る ことがで きるし,逆 の 場 合 な ら
ば,経 済耐用期間を労働手段 の物理 的命数 の程度に.決定す ることになる。そ こ
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で,経 済 耐用期間の決定は機械製作業 の技 術進歩 の見通 しを も と に し て従来
の実際耐用期間を修正す ることに よ って決定 され ると 主 張 す る(〔10-d〕:CTP,
63-73.)o
コ ノバ ァv一 バ ァ《H.n.KOHOBanOBa》は,耐 用期 間の最小期間(=償却率の上
限)は新 しい労働手段 の導入 と創設 に よって道徳的磨滅が到来す るまで の 期 間
であ り,耐用期 間の最大期 間(=償却率の下限)は労働手段 の物理的命数 の期間で
あ るとす る。そ して,技 術進歩の テンポ と労働手段 の物理 的命数,新 技術 と旧
技術 との経済的効率の比較,労 働手段 の取替 え と近代化,設 備見通 しバ ランス
等 についての資料を総合的に考慮 して,経 済的に合理 的な耐用期間を決定す る
必 要があ る。 しか し,た んに償却 率を引 き上げ ることのみ関心を もってはな ら
ず,道 徳 的磨滅か らの損失 を避け る主要な方 法は生産過程 におけ る固定 フ ォン
ドの操業 度を最大限にす る ことであ ると主張す る(〔10-e〕:CTP.76-77.)。
なお,シ ンポジウムにおけ る耐用期間 の決定についての論者た ちの発言 とし
ては次の諸見解 があ る。
マルキ ン 《A.MaPKHH》とバ ロテ ィロフ 《B.BOPOT瑚OB》は,経 済的に基礎
を もった耐用期間を決定す る段階 として,1.全 体 としての国民経済 におけ る
固定 フ ォン ドの再生産過程 に影響を与 える諸要 因を概括的に(財 源などの制約を
考慮せずに)把握 して固定 フ ォン ドの利用期間を計算す る(第1段階),2.その利
用期間を新技術の採用に よる経済的効 率を もとに して修正 す る(第2段階),3.
一定 の耐用期間を もとに して計画期 間の各種労働 手段の実際の除却 と新 しい労
働 手段 の需要を決定す る(第3段階),4.生産計 画 と投資計画 との調和,部 門間
へ の投 資配分を基礎に して部門間のバ ランスを考慮す る(第4段階),5.部門間
のバ ランス,国 民経済発展の総合指標を分析す る(第5段階),6.その結果必 要
な場合 に第2段 階で得 た固定 フ ォン ドの利用期間を修正す る(第6段階)とい う
六 つの段階を提案す る(〔23〕:cTp.153.)。ゲルパ ウム《M.「e"b6ayM》と ロイ タ
マ ン 《M.PonTMaH》は,建 築資材 と建築構 造は近年変化 してい るので,建 物 の
耐用期 間は建物 の主要構 造要素 の耐久性 と物理的磨滅 とを もとに して決定 され
るべ きであるとい う(〔23〕:CTP.154.)。カメネ ヅク 《JI.KardeHeUK》は,、例 えば,
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ソビエ トの北部地域では採鉱機の命 数は他の地域 と比較 して短いので,こ うし
た環境や利 用条件を考慮 して労働 手段 の耐用期間を決定すべ きであ るとし,さ
らに,機 械 の稼 働中の生産物単位当 りの原価が最小 であ ることを基準に して耐
用期間を決定す ることを主張す るく〔23〕:cTp.154.)。クズネ ッオフ《B.Ky3HeiloB》
とアン ドンバア 《C.AHApeeBa》は,設 備を生産す る機械製作業 の生産性発展 テ
ンポの計画 と生産 された機械に よって遂行 され る予定作業 規模 とは計画期 間中
に除却 され る設備 の命数を決定する として,設 備の耐用期 間につい て発言 して
イ
いる(〔23〕:'cTp.154.)。マル テ ィノフ 《B,MapTbiHoB》は,金属切断機の合 目的的
な耐用期間の計算のための基礎 とな る機 械の再 生産モデルについて,サ ァデ ィ
コフ 《E.Ca2EtaKOB》は,修繕 の計画化 と固定 フ ォン ドの実際耐用期間の正確 化に
ついて,そ れぞれ発 言 してい る(〔23〕:cTp.154-155.)。ゴロベ ツ 《B.ropo6ell》
は,船 舶は航行中の安 全性 を維持す るためには修繕は とくに重要 である故に,
船舶の耐用期 聞の計算 には船舶 の修繕 費 と再調達価額 との対比を考慮 しなけれ
ばならない と発 言 してい る(〔23〕:CTP.155.)。





(3)例えば,い ま当該工業部門 に20万台の設備が現存 し,こ の種の設備が見通しバランスセこよっ
て年聞2万 台生産され,そ の うち1万 台(生産量の50%)が当該工業部門の拡張のために,残 り
の1万 台 く現存設備の5%)が 現 存設備 との取替えのたあに,そ れぞれむけ られたとすると,こ
の場合 この種 の設備の耐用期 間は20年 となる。
《4)固定フ ォン ドの耐用期間の決定についての今回の論議過程では,パ ルテロピ ィチ 《,[1.name-
POBIig》は,ソ ビエ トと資本主義諸国{アメ リカ,イ ギ リス,B本,ス エーデン等)の重工業部門
における設備の耐用期間の実態分析と比較検討をおこなってお り(〔3〕:CTP.62-74.),また,ク
レンコフ 《K).KypeHKOB》とパルテ ロピィチ 《双.「lanTePOBH9》は,ソ 連邦科学アカデ ミー経
済研究所 と共同で軽繊維機械製作業 の同盟科学研究所が作成した織機 と紡績機の合理的な耐 用
期間の決定 のための経済数学モデルを解説 している(〔20〕:CTP.59-68.)。
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ぱII)減価償却 の計算
今 回の論議過程 では減価償却の計算に関す る問題は ど うであったか。以下,
その主要な問題 を考察 し よう。
(A)基 礎価額につい て:減 価償却計算 のための固定 フォン ドの基 礎価額を
取得価額(原価)とす るか または再調達価額(時価)とす るかは,前 回 の論 争 過 程
では争点 の一 つであ った。結論 としては この問題は,会 計実践においては,19-
63年か らは既存 の固定 フ ォン ドには1960年と62年の統一再評価に よって得 ら
れた再調達価額 を,統 一再評価後に導 入 ・創設 された固定 フ ォン ドにはその時
点 の取得価額 を,そ れぞれ減価償却計算 の基礎価額 とす ることとし,「1963年
規程」 〈第15条)においては,固 定 ブォン ドの償却計算 の基礎価額 をバ ラン ス価
額 とい う用語 で表現 し,バ ランス価額は統一再評価 を うけた固定 フォン ドに と
ってはそ の再調達価額を,統 一再評価後に獲得 した 固定 フ ォン ドに とってはそ
の取得価額 を,そ れぞれ意味す ることとして,解 決した のであ るω。
この決着は理論上においては妥協であ り,現在 におい て も 「減 価 償 却 控 除
は,固 定 フ ォン ドの取得価額 から,ま たは,再 調達価額か らな され るのか とい
う問題は,… … ソビエ トの経済学者た ちの間には統一 した見解 はない」2)といわ
れている。
に もかかわ らず,今 回 の論議過程においては,減 価償却計算 の基礎価額 は争
点にな ってお らず,論 者の見解は みあた らない。従 って,こ の問題は前回の論
争 の決着 をそ のまま踏 襲してい ると考 えられ る。事実,会計実践 上においては,
1972年の統 一再評価に よって得 られた固定 フ ォン ドの再調達価額 を1975年か
らは減価償却計算 のための基礎価額 とす ることになった のであ る(3)。





(B)減 価償却の計算方法について:ソ ビエ トでは,減 価償却控除は固定 ブ
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すン ドの種類 ・グループ別 のバ ランス価額に対す る百分率で設定 された所与 の
差別償却率 を もとに して毎月算定 され る(「1963年規程」第32条)。この計算方法
は 固定 フ ォン ドの価値を耐用期 間に均等 に配分す る定額法で あ り,そ れは革命
前か ら今 同まで鉱業の固定 フ ォン ド,自動車や電車な どを例外 として(「1963年
規程」第32条1,2,3項)広く採用 され て きた`1}。
ところが,今 回の論議過程 では前回 の論争過程 ではみ られなか った ところの
ソビエ ト経済へ の加速償却法の導 入を め ぐって若干の論 者が見解 を表明してい
る。そ こで次に この点について考察 しよ う。、
加速償却法 の適用 を研究す る必要が ある と積極的に提言す るブダーベイ 《B.
6y」LaBeti>は,加速償却 には,1.定額 法 と比較 して固定 フ ォン ドの価値の回転
を早め,追 加 の経済的効果(利潤)をもた らす,2.こ の経済的効果 は労働手段 の
耐用期間の前半に発生 し後半に は消滅す る,3.この経済的効果は労働手段 の更
新が集中的に実施 され てい る時 に増大す る,4.更 新 用 減価 償却基金は絶 対的
に も相対的に も増大し,こ の基金に よって導 入され る固定 フ ォン ドの規模 を増
加させる,5.道 徳 的磨滅のために耐用期間前 に取替え られ る機械 ・設備の未
償 却に よる損失 は,定 額法の もとで よ りも小さい,と い う長所を も つ と 指 摘
し,ま た,修 繕費が増大す る耐用期間末に更新用減価償 却控除 が減少す ること
は,労 働 手段 の更新 を刺激 させ ると考 え る。 そ こで,加 速償却法は定額法 の も
とで よりも,道 徳的磨滅を こ うむ った労働 手段 を適時に取替え,同 時にそ の取
替 えのための資金を確保 して,固 定 フ ォン ドの増加 テンポを早め る と 主 張 す
る。一方で,ブ ダーベ イ 《B.ByAaBetl》は,加 速償 却法 の欠点 と し て,1.定
額法 よりも計算 が複雑 であること,2.労 働手段 の価値をその耐用期間末 ま で
に完全に償却で きない こと,3.も し加速償却法を採用 す るとな ると企業 に と
って償却計算のため の償却率 の量が臓大にな るこ と等 を指摘す るが,こ の困難
ぱ経験 の蓄 積に よって克 服で きる とみ る。そ して,加 速償 却法を ソビエ ト経 済
へ導入す る 目的は,生 産 の技術的基礎 の更新を刺激す ることにあ ると強調す る
《〔2〕:cTp.45-48.,〔5〕:cTp.14-16.,〔10・-b〕:cTp.38-39.)。
道徳的磨滅を克服す る積極的方法 こそ加速償却法 の採用 である とい うフメレ
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フスキー 《H・XMeneBCKmb>は次の よ うに主張す る。 固定 フォン ドの初期 の利
用 年度 に固定 フ ォン ドの価値 の大部分 を償却す ることになる加速償却法は,道
徳的磨滅 の発生前に固定 フォン ドを消却 し,補 填 基金を完全 に確保す ることに
な り,こ のことは,1.標 準耐用期 間末に増 大す る修繕費を減 少 させ る,2.補
墳過程を効率の低 い修繕経営か ら効率 の高い新 しい機械 と設備 の生産分野へ移
動 させ る,3.道 徳的に陳腐化 した機械 と設備の未償却(損失)を最少限にす る,
4.彪 大な作業で多 くの費用 を要す る将来の固定 フ ォン ドの統一再評価 を必要
としな くな る,と い う利点を も つ と い う。 そ して,加 速償却法を採用す るに
は,個 々の企 業におけ る綿密 な研究 と実験を もとに して,工 業の個 々の部 門に
おけ るそ の効率を 明らか にす る必要 があ ると提言す る(〔7〕:CTP.15-17.)。
クル グ リヤ ク 《B.Kpyr朋K》は,固 定 フ ォン ドの うち とくにその積極的部分
(機械と設備)の技 術進歩をお さえ るのが定額法 の欠点 であ るとし,資 本 主 義 諸
国 で採用 され てい る級数逓減 法,定 率法お よび2倍 定率 法の三つ の加速償却法
の計算例 を解説 し,紹 介 してい る(〔12〕:CTP.23.)。ザアバ リィシン 《M.3aBa-
alill4MH》とシナル 《A.皿OP》は,減 価償却計算 のため の固定 フ ォン ドの基礎
価 額を残存 価額(取得価額一磨滅額)とす ること提案 してい る。漸次減少す る残存
価 額に対 して所与 の償却率を乗 じて償却額 を計算す ることは加速償 却法 と関係
す るので,注 目に値す ると主張 してい る(〔4〕:CTP.21.)。また,ソ ボ レフ 《M.
Co60neB》は,機械 を部分 的に も再生 しえない修繕維持費が増 大す る機械 の耐用
期間末期に 更新用 減価償却額を減 少 させ,修 繕維持費が減少す る機械 の耐用期
間初期に更新用減価 償却額 を増大 させ るところの加速償却法は きわ めて合理的
である と主 張す る(〔8〕:cTp.81.)。センチ ァゴフ《B.CeHqaroB》と ミリヤエ フ《B.
MH朋eB》は,設 備の利用 初期に取 得価額 の大部分を償却 し,未 償 却の損失を
取 り除 き,前 払 い資金を早期に回収す る加速償 却法は,ソ ビエ ト経 済において
も適用 で きる とい う。 しか しこの場 合,陳 腐化 した設備を取 替え ることが経済
的効果 をあげ る部門にのみ加速償却法を適用す る必要 があると主張 す る(〔9〕:
CTP.21.)。
以上 の諸見解 はいずれ も加速償却法を支持 してい るが,ピ ブ リ ヤ エ フ 《A・
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BHxnfleB》は,減価 償却計算の 目的 は生産物へ移転 した労働 手段 の価値 の補墳 で
あ り,それ は社会主義の もとでの価値 法則 とホズ ラスチ ョー ト的諸関係を反映
した一形 態であ る以上,加 速償却 法の採用 はホズ ラスチ ョー トの原則を乱す と
主張 して,加 速償却法に反対 してい る(〔15〕:CTP.56.)(2)。
(1)拙稿 「ソビエ トにおけ る減価償却の規程 と会計処理について」(本誌第59巻第3・4号)参照。
(2)ソビエ トと資本主義諸 国の設備の耐用期間を比較検討 したパルテ ロピ ィチ 《A.aanTePOBrv》
は,資本主義のもとでの加速償却法は企業にとって利潤隠蔽に役立つ反面,設備を急速に更新さ
せて技術進歩を加速化 し生産ρ効率を高めている点 も指摘 している。 そして,こ の点を社会主
義の場合で も考慮すべ きであ るとい う(〔3〕:CTP.70.)。なお,ソ ビエ トにおけ る資本主義のも
とでの加速償却批判は,近 年,エ フイモバ 《B.B,EΦHMOBa》とアフ ァナシェフ 《C.JLAΦaHa-
CbeB》によっておこなわれている。この点については,拙 稿 「ソビエ トにおけ る資本主義減価
償却研究」(本誌第59巻第5・6号)参 照。
(C)固 定 フォン ドの磨滅 の計算について:「1963年規 程」(第43条)による
と,固 定 フ ォン ド(住宅を除く)の磨 滅の計算は まず 固定 フ ォン ドのバ ランス価
額 と所与の更新用 と大修繕用 のそれぞれの償却率に もとつい て減価償却額を計
算し,つ いでその額だけ定款基金を減 少 させ て固定 フォン ドの磨滅勘定に記帳
す る。その さい実施をみた大修繕 費額 だけ定款基金を増大 させて固定 フォン ド
の磨滅額 を減 少させ る。 このため,固 定 フ ォン ドの磨滅 の計算は,固 定 フ ォン
ドの更新部分の減価償却額 と大修繕 部分の減価償却額 とをそれぞれ別 々に算定
することにな るω。
こうした固定 フォン ドの磨滅の計算について今回の論議過程 では次 の よ うな
見解が よせ られた。
まず,ダ ドノフ 《A.210AOHOB》は,更 新用 と大修繕用 の二つ の部分に区別 し
て固定 フォン ドの磨 滅を計算す ることは,大 修繕 は固定資産 の磨滅を取 り除 き
固定資産 の残存価額(取得価額から磨滅額を差し引いたもの)を増 大 させ る とい う考
えに立脚 してい るが,お よそ大修繕 も経常修繕 もともに修繕 とは固定資産 の も
つ標準的機能をその完全 な磨 損の時期 まで維持 させ ることにす ぎず,固 定資産
の取得価額 に も残存価額 に も何ん ら影響 を与 えない と強調 し,更 新部分の磨 滅
の計算を正確 にす るために も,大 修 繕部分の固定 資産 の磨滅 の計算を改善す る
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、、
必 要 が あ る と主 張 す る(〔40〕:cTp.9-13.)。マ サ ル ス キ ー 《A.B.Mac頷bcK前》
は,固 定 フ ォン ドの磨 滅額 は実 施 され た 大 修 繕費 を除 い て 更 新用 に控 除 され た
償 却額 を も とに し て決定 す る と規 定 した 「1963年規 程 」 は,固 定 フ ォン ドの 磨
滅 の計 算 を 複 雑 に して お り,こ のた め,計 算 を 簡 単 に す る 目的 で更 新 償 却額 の
み で磨 滅 を計 算 す る方 法 を 採 用す べ きで あ る と主 張す る(〔39〕:CTP.47.)。さ ら
に,同 様 な主 旨か ら,ボ ス レ ドニ コ フ 《H.HocpeAHBKoB》(〔17〕:cTp.40,),ゲ
レ ロ ビ ィチ 《M.reneaeBHq》とポ ポ フ 《氷.nolloB》〈〔37〕icTp.66.)およ び ル
ジ ァニ ィ ッ ィン 《B.A.P>KaHKublH》(〔26〕:cTp.58.)は,固定 資 産 の磨 滅 は 更 新
用 償却 率 のみ で 算定 す る こ とが 経 済 的 に 合理 的 で あ る と主 張 し てい る{2〕。
以上 の諸 見 解 に 対 して,バ シ ロフ 《A.BammpoB》は,固 定 フ ォン ドの磨 滅 額
を 更新 用 と大 修 繕用 に 区別 し て計 算す る方 法 は更 新 用 と大 修 繕用 の それ ぞ れ の
磨 滅 額 を 正確 に 算定 す るの で,こ の 方 法 を 十 分 に 活用 す る必 要 が あ る と反 論 し
て い る(〔24〕:CTP.64.)。
ところ で,1975年1月1日 か らは 固 定 フ ォン ドの 磨 滅 は 更 新 用 償 却 額 のみ で
算 定 され る こ とに な り,磨 滅 の大 きさを 実 施 され た 大 修 繕 費 用 額 だ け減 少 させ
る必 要 は な くな った ので あ る{3}。
《1)拙 稿 「ソ ビエ トに お け る 減 価 償 却 の 規 程 と会 計 処 理 に つ い て 」(本誌 第59巻 第3・4号)参 照 。
(2)ル ジ ァ ニ ィツ ィンは,「1963年 規 程 」 の 第10条 で 住 宅 に つ い て は 大 修 繕 用 減 価 償 却 控 除 の み
を実 施 す る こ と を 規 定 し,第44条 で 住 宅 の 磨 滅 額 に つ い て は 更 新 用 率 と 大 修 繕 用 率 を も とに し
て 算 定 す る こ と を 規 定 し て い る,住 宅 の 減 価 償 却 と磨 滅 の 計 算 方 法 も検 討 し て 改 善 す る こ とを




(D)減 価償却計算 の期間について:ソ ビエ トでは,「ソ連邦国民経済の固定
フ ォン ドの減価償却控除率」一覧表 で規定 された耐用 期間がた とえ 経 過 し て
も,「1963年規程」 の第37条に よって,当 該の固定 フ ォン ド(石油,天 然ガスの抗
井を除く)を実際に利用 して お り除却す るこ とがないな らば,当 該 の固定 フォソ
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ドの更新用 と大修繕用 の減価償却は中止 され ることな く継続 して計算す ること
に なってい るω。
今回の論議過程 では この問題に関して以下 の ような見解が示 された。
まず,ブ ダーベ イ 《B.ByAaBe助は,労 働手段 の実 際の耐用 期間を反映 した
償却率の設定が可能 とな って きた条件 の もとでは,標 準耐用期間の 経 過 後 に
は,固 定 フォン ドの個 々の客体 の更新用減価償却控 除は中止し,大 修繕用減価
償却控除は従来 通 り維持す る,と い う規程をつ くるべ きであると主張す る(〔5〕
:CTP.21.,〔10-b〕=CTP.43.)。この ことについ ては コノバ ァローバ ァも賛成 して
い る(〔13〕:cTp.41.)。そしてさらに,ブ ターベ イ 《B.By丑aBe助は,石 油 と天
然 ガスの抗井については,更 新用減価償却計算がその平均的な標準耐用期 間に
関係 な く15年 に わた って,大 修繕用 減価償却計 算がその全耐用 期間にわた っ
て,そ れぞれ実 施 され るとい う方法(「1963年規程」第37条に規定されている方法)
を,他 の種類の固定 フ ォン ドに も広 く適用 され る ことが望 ましい とい う(〔5〕:
cTp.20.)。フメレフスキー 《H.XMe"eBcKxVa》も,規 定 された標準耐用期間 の経
過後 には,更 新用減価 償却控除 は中止 し,大 修繕用減価償却控 除は全耐用期間
にわた って実施すべ きである と主張す る(〔7〕:CTP.17.)。「1970年訓令」を解説
す るザ ングビィル 《3.r.3aHrBmab》と トル カチ ェフ 《A.C.TonKageB》は,新 規
程を作成す るさいには 「1963年規程」 の第37条を改訂す る必要 がある とのべ
てい る(〔10-a〕:CTP.19.)。ミリヤエ フ 《B,Mvan"eB》は,所 与の償却率 に もとつ
いて規定 された耐用期間の経過後に利用 されてい る労働手段に対 して減価償却
計算を実施す ることは,除 却 固定 フ ォン ドの価値 補填 に必要 であ る以上の ヨリ
大 きな資金を減価償却基金に蓄積 させ るし,生 産物原価を人為的に引 き上 げ る
ことになる と主張 し,減 価償 却控除額 と規定 され た標準耐用期間 とを一致 させ
る 目的か ら,実 際の耐用期間 が標準 の耐用期間を越える よ うな労働手段 の減価
償却計算は中止すべ きであ ると提案す る(〔16〕:CTP.29.)。
以上 の諸見解に対 して,バ シロフ 《A.6aruKpoB》は;規 定 され た耐用期間を
経過 した 固定 フォン ドに対す る減価償却計算を中止すれば,固 定 フ ォン ドの助
けに よって生産物が生産 され ているのに,個 々の種類 の生産物の原価 に減価償
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却 費 が存 在 しな い ことに な る と し,ブ ダー ベ イ 《B.6y双aBe助らの 提 案 を 受 け
入 れ る こ とは で きない と主 張 す る(〔24〕:CTP.66-67.)(2}。
また,マ サ ル スキー 《A・B.MacaabCKuB》は,規 定 された耐用期 間後 の減価
償却計算を中止すべ きか また は継続すべ きか とい うよ うな問題 提起は誤 りであ
るとい う。問題は固定 フ ォン ドの取得価額 が製造 された生産物 また は提供 され
たサー ビスへ完全 に移転 した後 の更新用減価 償却計算 の中止 でなければ ならな
い,と主張す る(〔39〕:CTP.45・)。ザアバ リィシン 《M.3aBanMillvaH》も,新償却
率 の設定 と同時に一 定の実験 を した のちに,固 定 フ ォン ドの個 々の種類 の減価
償却計算は,そ の取得価額 を新たに創造 された生産物 またはi提供 されたサ ー ビ
スに完全に移転 させた後に中止す ることが よい,と主張す る(〔31〕:CTP.109.)。
ところで,今 回の論議過程 では,規 定 された減価償却期間満 了後 は減価償却
計算を中止す るか継続す るかの問題は未解 決 とな り,今 後 の研究課題 として残
され る ことにな った〔3}。
以上が減価 償却 の計算に関す る問題 についての論者た ちの主要 な 見 解 で あ
る(4)。
(1)拙 稿 「ソ ピェ トに お け る 減 価 償 却 の 規 程 と会 計 処 理 に つ い て 」(本誌 第59巻 第3・4号)参 照 。
法 規 で 規 定 さ れ た 耐 用 期 間 つ ま り標 準 耐 用 期 間 を 経 過 し て も,固 定 フ ォ ン ドが 実 際 に 利 用 さ れ
て い るか ぎ り,更 新 用 滅 価 償 却 計 算 を 継 続 す る とい う こ とは,ソ ビ エ トで はy・わ ゆ る簿 外 資 産
の 存 在 を 認 め な い こ と を 意 味 し て い る と思 わ れ る。 しか し この 場 合,累 積 減 価 償 却 額 が 固 定 フ
ォソ ドの 取 得 価 額 以 上 に な る の か,標 準 耐 用 期 間 末 に 改 め て 固 定 フ ォ ン ドの 取 得 価 額 を 再 評 価
す る の か 等 に つ い て は,い ま の と こ ろ 資 料 不 足 の た め 不 明 で あ る 。
(2)バ シ ロ フ の 論 文 に よ る と,ブ ダ ーベ イ の 見 解 を 支 持 し て い る 論 者 と し て,プ ロテ ー ル 《C.r.
nnoTenb》(MeTo丑liKapacgeTaHoBNxHopMaMopTH3a翼HHha6ypoBoeo60pyAoBaHueJlafi
rny60Koro6ypeHH月,C60pHHKTpyAoBBHレIHBT《BypeHHerny60KHxcKBa>KHH》,BNfiycK
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ドを予備として所有 している場合には,そ の固定フ ォン ドに対して減価償却控除はなされ な い
のである。'ところで,バ イネル 《M.BanHep》は,シ ンポジウムにおいて・時 々利用 されない
時期にあ う農業用機械を償却控除することは非合理であ り,こ うした農業用機械を予備 と考 え
て償却控除をしない ことが合理的であると発言している(〔11〕:CTP.154.)。
(IV)償却率の設走
今回の論議過 程では減価 償却控 除率 に関す る問題は ど うであったか。 以下,
その主要な問題を考察 し よう。
(A)償 却率 の差別化について:「1963年償却率」は約1100グループに分類
された固定 フ ォン ドに対 して設定 され た グルー プ ・種類別の差別償却率であっ
た。 よって,更 新用償却率 と大修繕用償却率を一緒にした総率は 約1100(正確
には1092)の数の率が1963年の 「ソ連邦国民経 済の減価償却控除率一覧表」に
掲示され ていた。 そ して,そ の後 の12年 間 に新たに追加設定 された率を含め
て,1974年末 までには約1200の総率が適用 され ていた(i)。
今回の論議過程 では この問題 に関 して以下 の ような見解が示された。
ザング ビ ィル 《3.r.3aHrBuab》と トル カチ ェフ 《A.C.To爪aqeB》は,ほ ぼ同
一の耐用期 間 と大修繕の条件 を もつ固定 フ ォン ドを同種 グループ別 に分類 しそ
れに対 して償却率を設定すべ きであ るが,最 近の技術進歩 と関連して新しい機
械 ・設備が 出現 し生産 の技術的基礎構造 に も変化がみ られ るので,償 却計算 の
ための固定 フォン ドの分類を ヨ リ詳細に差別化して償却率の数を拡大す る必要
があるとい う。そ して,試 案 として,固 定 フ ォン ドを1309グループ(内訳一建物
31,構築物207,伝達装置34,機械と設備870,運送手段131,その他36)に分類す る
ことを推薦 してい る(〔10-a〕:cTp.17-18.)。ザ アバ リイシン 《M.3aBanliLUIiH》と
シオル 《A.田op》は,新 しい機械 と設備 の出現は償却率を拡大す ることにな る
として も,償 却計算 の業務を複雑 にしない程度に償却率 の数を拡大すべ きであ
ること,ま た,比 較的短い耐用期間を もつ若干 の機械 と設備を固定 フォン ドの
範疇か ら除外す べ きであ ることを主張す る(〔4〕:CTP.18-19.)。フメレフスキー
《H.XMeneBCI〈ldi》は,新 しい固定 フ ォン ドの出現を固定 フ ォン ドの分類を ヨ リ
詳細に差別化 して考慮す るとして も,総 率 の数を600--700以下 になるよ うに
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す べ き であ って,「1963年償 却 率」 の場 合 の よ うに一 挙 に2・一一2.5倍に も数 を 拡
大 し ては な らな い と主張 す る(〔7〕:CTP.21.)。プ ダーベ イ 《B,6yAaBeth>とコ
ノバ ァ ロー バ ァ 《H.KOHOBanOBa》は,今 日個 々の 企 業 レベ ル で は償 却 計 算 の た
・めtlc100--ISOの率 を実 際 に利 用 して い るが,償 却率 の数 は 償 却 計 算 の便 宜 を
考 え て 決 定す る こ と,ま た,固 定 ブ ォン ドの分類 に さい し ては,と くに 自動 管
理 制度 の 発 展 と関 連 して 無 線電 子 工 学 設 備 と電 子 計算 機 とを区 分 す る こ とを 提
案 す る(〔13〕:cTp.41.)。な お,モ ナ ホ フ 《H.MoHaxoB》は,現 行 の 伝達 装 置 の
分 類 は不 合理 で あ り改 善す る こ とを 提 唱 し てい る(〔11〕:CTP.154.)。
と ころ で,rl975年償 却 率 」 は 約1800(正確には1772)の数 で 設 定 され,構 築
物 に つ い て は164か ら254に,動 力機 と設 備 に つ い て は19か ら40に,作 業 機
.と設 備 に つ い て は668か ら1128に,そ れ ぞ れ 償 却 率 の数 は 拡 大 した{2}。






(B)修 正係数 について:「1963年規程」に よれ ば,「ソ連邦 国民経済 の固定
フ ォン ドの減価償却控 除率」一覧表に表示 され た償却率はすべて の企 業 と組織
に とって統一 された単一 の率であ り,そ の採用を義務づけ任意に修正す ること
は で きない(第4条)。し か し,大 修繕 用償却率は個 々の生産 の特徴,設 備 の運
営 方式,自 然や環境の条件 に応 じて適切な修正係数に よって修正す ることはで
きる(第8条)(1)。
今回の論 議過程 で は と くに修正係数 の問題に関して若干の意見が表 明され
た。
ザン グ ビィル 《3.r.3aHrBMnb》と トル カチhフ 《A.C.To」IKaqeB》は,自 然条
件 な どの差異に よ り高い磨損をひ きお こす設備や特殊な運営 をす る労働手段 の
統一 償却 に対 して修正係数 を設定すべ きであ るとい う(〔10-a〕:CTP.1&)。ブダ
(521)ソ ピェト1こおける減価償却の諸問題61
一 ベ イ 《B.By双aBe助と コ ノバ ァロー バ ァt《H.KoHoBa"eBa》は ,大 修 繕用 償 却
率 のみ な らず,更 新 用 償 却 率 に対 し て も修 正係 数 を設 定 す る必要 が あ り,そ れ
に よ って,技 術 の価 値 回 転 を早 め,技 術 の 道徳 的磨 滅 か ら の損 失 を減 少 させ る
実 質 的要 因 で あ る労働 手 段 の利用 を改 善 させ る こ とに な る と強 調す る(〔5〕:CTP.
13-14.,〔10-b〕:cTp.31.,〔13〕:cTp.40.)。フ メレ フ スキ ー 《H.XMeJleBcKWh》は,
償 却率 は 総 体 と して単 一 性 を 維持 し な けれ ば な らな い が,個 々の部 門 と個 々の
企 業 に おけ る生 産条 件,固 定 フ ォン ドの運 営 方 式 に応 じて,償 却率 を 修 正す る・
最大 限 と最 小限 とを 固定 フ ォン ドの各 グル ー プ別 に設 定す る必 要 が あ る と提 案
す る(〔7〕:CTP.20.)。マサ ル ス キ ー 《A.B.MacanbCKuta>は,修正 係 数 は 固 定 フ
ォン ドの利 用 とそ の耐用 期 間 とが きわ め て密接 な 関係 の あ る固 定 フ ォン ド(自
動車,鉄道 車輌,飛 行機モーター,・内燃機関,掘 削機など)の種類 に対 して設 定 され る
ことが望 ま しい と主 張 す る.(〔39〕:CTP.106-107.)。
と ころで,「1975年償 却 率」 では 修 正 係数 の数 は これ ま での280か ら350に
増 大 し,そ の 多 くは 大 修 繕用 償 却 率 に対 し て設 定 され た が,中 央 ア ジア,チ ュ
メニ,ト ム ス ク,サ ハ リンの 石 油工 業 企 業 に お け る抗 井 設 備 と噴 油 ・圧 搾 付 属
品,き び しい環 境 の も とに あ る鉛 版 製 造用 設備,オ フセ ヅ ト版 や 凹 版 印 刷 設
備,特 殊種 類 の軽 自動 車 に対 し ては 更新 用 償 却 率 に も修 正 係 数 が設 定 され だ2㌧、





(C)「世紀的」構築物の償却率 について:「1963年償 却 率」 ではいわゆ る、
「世紀的」構築物に対 して最 高耐用年数1000年を限度 と決定 し,更 新用 償却率
O.1%を設定 した。 このため,地 下鉄随道には0.1%(耐用期間1000年),地下鉄
駅には0.2%(耐用期間500年),運河には0.65%(耐用期間約158年)等の更新用 償'
却率がそれぞれ設定 されたCl)。
今回の論議過程 では世紀的構 築物に更新用償却率を設定すべ きか否かに関 し
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て諸見解 が表 明され た。
まず,ザ アバ リイシソ 〈M・3aBarmt1IHH》とシオル 《A.皿Op》は,世 紀的構
築物につい ては必 要な補墳基 金の確 保お よびそ の磨滅,生 産 費,生 産物 とサ_
ビスの原価 の正確 な計 算のために減価償却計算を実施す る必 要がある とのべ,
そ の場 合,世 紀的構築 物の実 際の命数に 関係 な くこれ まで よ りも短期 の償却計
算期間(例えば,構築物の価値を検分可能な期間である70-100年という期間)を設定
す る必要 が あると主張す る(〔4〕:CTP.19.,〔31〕:CTP.106.)。マサル スキー 《A.B.
MacaUbCKnB》も,世 紀的構築物 の更新用 償却計 算を中止す る ことはそれ に よっ
て生産 され た生産物 または提供 されたサ ー ビスの原価 の実 際の大 きさを乱す こ
とにな るの で,明 らか に長期 に規定 され てい る現行の耐用期 間をい ちじるし く
短縮す るに して も,世 紀的構築物 の更新用償却計算を実施すべ き で あ る と強
調す る。 そ して,こ れ らの客体 の永 久性を認め ることは社会主義社会における
技 術進歩 を否定す る ことに もなる とい う(〔39〕:CTP.45.)。また,モ ナホ フ 《H.
MOHaXOB》は,す ぺ て の労働 手段 は更新 され る必要 がある以上,世 紀的構築物
に も更新用償却計算を実施す る必 要があ ると,シ ンポジ ウムで発言 し て い る
〈〔11〕:CTP.154.)o
以上 の諸見解に対 して,プ ダーベイ 《B.ByAaBeti>とコノバ ァローバ ァ 《H.
KOHOBa;IOBa》は,世 紀 的構築物に対す る更新用 償却計算を実 施す る必要はない
とつ ぎの よ うに主張す る。 きわ めて長期 間にわた る固定 フ ォン ドの価値補填 は
経 済的意義 を もた ない。原則 として,世 紀的構 築物は完全 には再生産 され るこ
とはない。その標準的 な運営 を維持す るためには修繕業務 だけが必要 であ る。
しか も,長 期 の耐用 命数後には,こ うした構築物 は不用 とな って取 り除かれ る
か,あ るいは,根 本的 な再建を うけ るかにな る(例えば,運河の輻を拡張したり深
度を深 くした り,ダムや トンネルを補強した りする)。そ こで,計 算 され た更新用減
価 償却額は構築物 の更新 目的 のために利用 されず蓄積基金 の一部にす ぎな くな
る。 よって,こ の よ うな場 合,更 新用償却計算は実施す る必要 はないし,た だ
世 紀的構築物の修繕 費のみを これ らの生産物 とサ ー ビスの価値 で考慮すれば よ
い と主張す る(〔13):cTp.39-40.)。また,イ ゾ ォシ イモフ 《A.M30cHMoB》も,
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運輸鉄道業に おけ る固定 フ ォン ドの価値移転の特徴を強調 しつつ,世 紀的構築
物については更新用償i却率を設定す る必要はな く,大 修繕用償却率のみ設定す
る必要があ る と,シ ンポジウムで発言 している(〔11〕:CTP.154.)。
(1)拙著 「ソビエ ト減価償却論争」(未来社)163頁,171頁,250頁,380頁参照。
(D)家 畜,住 宅,多 年生樹木 の償却率について:今 回 の論議過程 では,家
畜,住 宅,多 年生樹木 の よ うな特殊 な種類 の固定 フ ォン ドに対す る償却率 の設
定 に関 して若干 の見解 が示 された。
「1963年規程」に よれば,畜 産 用家畜 と若 い家畜 または肥 育中の家畜は減価
償 却計算の対象 とはな らない(第1条,第3条)。よってそれ 以外 の使役家畜 のみ
が償却資産 とな る(1)。ところが)]ハル トウ リン 《B.XallTypvaH》は畜産用家畜 も
償却資産 とすべ きであ ると,シ ンポジ ウムで発言 してい る(〔11〕:CTP,154.)。
「1963年規程」に よれば,住 宅については,更 新用減価償却をせず大修繕用
滅 価償却 のみ実施す る こと(第10条),ただ し住宅の磨滅額を計算上把握す るた
め に,大 修繕用償却率 と共に更新用償却率 も活用 して住宅 の磨滅額を算定す る
こと(第44条)にな ってい る(2[。
ところで,ザ アバ リイシ ン 《M.3aBanPtiuilH》とシオル 《A.皿op》は,住 宅
の更新用償却計算を実施 しない ことは 省,官 庁,地 方 ソビエ トの住宅基金 の損
失 と関係 している ことであ るが,今 日,住宅経営 の管理改善,その収益性の向上
と損失 の減少 にむ けて大規模な運動がお こなわれてい るので,住 宅の更新用償
却計算を しない とい う従 来の方法を再検 討せ よと主張す る(〔4〕:CTP.21.,〔31〕:
・CTP.107.)。この見解に対 して,マ サル スキー 《A.B.Maca品CK励》は,住 宅経
営の固定 フ ォン ドに対す る更新用減価償却 は従来通 り実施す る必要はな く,住
宅の減価償却 費を 含めない低家賃政策を採用 してい る住宅経営 の赤字は国庫 の
補助金で補償すれ ば よい と主張 してい る(〔39〕:CTP.47・)。
また,ル ジ ァニ ィッィン 《B.A.P>KaHli[lblH》は,住 宅の大修繕用減価償却
計算は意義が な くむ しろ更新用減価償却計算を実施すべ きであ り,そ の結果住
宅経営が低家賃 のため赤字に な っても,そ の赤字額を正確 に算定 して住宅の更
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i新のための減価 償却 を国庫 で考慮すれ ば よい と提案す る(〔26〕:CTP.59.)。
「1963年規程」は,多 年生樹木は養樹 中の多年生樹木を除いて減価償却 され
ると規定 した(第3条)`3}。ところで,グ セ ィノフ 《A.M.ryce伽OB》は,三 種類
の りん ごの樹を実態分析 して,樹 に実がな る時期に高い償却率を実 がな らな く
な る時期 に低 い償却率を,樹 木の晶種別 に償却率をそれ ぞれ 設定すべ きである
と提案 し,多 年生樹木 の償却率を改善す ることを主張す る(〔45〕:CTP.12-13.)。
以上が償 却率 の設定に関す る問題についての論者た ち の 主 要 な 見 解 で あ
るc4}。











ソビエ トでは,設 定 された所与 の大修繕用償 却率に固定 フ ォン ドの取得価額
(再評価後は再調達価額)を乗 じた額を大修繕 用基金 として積立 て,こ の基金に よ
って減価償 却規程で列挙 されてい る固定 フ ォン ドの大修繕を実施す る(㌔
大修繕 についての今回の論議過程 では,大 修繕 と経常修繕 とを統一 して,経
常修繕費 の会計処理 と同様に,大 修繕費を生産物 またはサー ビスの原価 に直接
関係づ けるべ きであ るか否かに関す る問題が主要 な争点の一 つ とな った。以下
は この問題 につい ての若 干の論 者の見解 である。
まず,ブB"一一ベイ 《B.ByAaBeti>は,およそ大修繕 と経常修繕 とは 明確な区
分がないので,両 者を統 一 して大修繕 費を生産物 またはサ ー ビスの原価に関係
づけ よと主張す る(〔2〕:CTP,91.)。しか し,す べ ての修繕費を経常支出に直接
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関係づけ るに は,計 画予定修繕制度の確 立,大 修繕費の標準化が完壁であ り,
大修繕費を企業活動の年度別に均等に配分 され る ことが前提 とならなけれ ばな
らない とい う(〔5〕:cTp.17-1&)〔2}。フメレフスキー 《H・XMeileBcKMti》は,未 利
用の大修繕用 基金は大修繕 の月的にではな く,投 資財源 としてしばしば利用 さ
れてお り,こ の こ とは 「新経 済制度」 の もとでは基金に対す る管理 を 複 雑 に
し,大 修繕 の価値 と投 資額 を歪曲す る と考 える。 このため,一 部 の省で実験的
にすでに実施 され てい る経常 修繕費の会計処理 と同様に,大 修繕費を直接に補
償す ることは合理的 であ ると主張する。 そ こで,漁 船の よ うな特種 な資産を も
っ漁業の場合は従来通 り大修繕 用償却率 を設定 して大修繕用減価償却控除 で大
修繕費を間接に補償す る方法を維持 して も,多 くの場合は大修繕 と経常修繕 と
を統一 し既存 の大修繕 の中央集 中的基準 と間接的補償方法 とを放棄す ることは
合理的であ り,そ れは 更新用償却率を正 確に決定す るために もよい と提案す る
(〔7〕:cTp.19-20.)。ソボ レフ 《M.Co60neB》は,修 繕費を二つ の源泉つ ま り生
産費に よってまたは減価償却控除に よって補償す ることは企業の ホズラスチ ョ
ー トの原則を歪 曲 させ る とい う。例 えば,大 修繕用減価償却基金 が不足 してい
る場合には修繕 費を生産物原価 に関連づ け,反 対にそ の基金 が過剰 であ る場 合
には生産物原価に よる修繕費の補償を小 さ くさせ る。そ こで,大 修繕 を含めて
すべての修繕 費を一つ の源泉であ る生産費に よって補 償すべ きであ ると主張す
る(〔8〕:CTP.82.)(3}o
以上の諸見解 に対 して,ザ アバ リイシン《M.3aBailumHH》とシオ ル《A・田OP》
は次の よ うに反論す る。大修繕費を減価償却控除率に考慮せずにその費用を生
産費に直接 関係づ ける ことを提案す る理 由は,大 修繕 と経常修繕 との間には 明
瞭な区分はないし,一 つの源泉 で修繕 費を補 償す る ことは修繕業務 を改善 しそ
の費用を低下 させ るか らであ るとしてい る。 しか し,こ の提案は受け入れ るこ
とはできない。理 由は大修繕 費 と経常修繕費 とはその性格に おい ても修繕実施
の定期性 において も全 く異な るか らであ る。機械 と設備 の大修繕は,機 械 ・設
備の完全 な分解,磨 損 した部品 と組部品 の取替 えあ るいは再生を1年 以上 の間
隔で定期的 に実施 し,経 常修繕は,機 械 ・設備 の部分的な分解,磨 損 した若 干
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の部 品の取替えを1年 以内の間隔で操業 の中止 なしに実施す る。現に 「計画予
定修繕に関す る規程」 《flHP》に よって大修繕 と経常修繕 とは明確な区分 がな
され てい ると反論 す る。 しか も,大 修繕 に必要 な資金を生産費 で前以 って計画
す ることは困難であ るばか りか,も し大修繕 の範疇 をな くして資金の予備なし
に大修繕費を生産費に算入すれば,生 産費は一時期に飛躍的 に増大 し利潤 計画
を複雑にする。その うえ,大 修繕費を生産物 原価 に直接 関係づけ る と,原 価 を
引 き下げ利潤 の増 大を追求してい る企業では,大 修繕費用を理 由な く削減 して
固定 フォン ドの早期 の磨滅を ともすれば促進 させ てしま うと主張す る(〔4〕:CTP.
20-21.)。マサ ルスキー 《A.B.Maca"bcKvati》も,大 修繕 と経常修繕 とを統一・し,
大修繕費を生産物 とサ ービスの原価 に直接関係づけ る見解 に対 して次 の四つの
理 由から賛成 できない と主張す る。一つは,経 常修繕 と異な って,大 修繕はそ
の規模 と金額は大 きい し機械 と設備 の完全な分解,磨 損 した部晶 と組部 品の取
替えを実施す るのであ って,大 修繕 と経常修繕 との間には重要な差異 が存在す
ること,二 つは,大 修繕は原則 として数年 に一回,定 期 的に大 きな費用 を使 っ
て実施す るので,経 常修繕 と異 な って,大 修繕費を前以 って準備し,数 年間に
わた って均等に配分す る必要 があ ること,三 つは,大 修繕費を生産物 あ るいは
サー ビスの原価 に直接関係づけ ることは,大 修繕 資金を理 由な く節 約 して固定
フ ォン ドの磨滅を早め ることにな ること,四 つは,経 常修繕 と大修繕 とを統一
す ることは,生 産物 とサー ビスの原価水準を変化 させ,生 産費あるいはサ ービ
スの費用 の計画を極端 に困難に させ る こと,の 理 由を指摘 している。そ して,
マル クスは「修繕は……平常 の修 繕 と根本的な修繕 とに区別 され る」ω とし,さ
らに 「本来の修繕 と補填 とのあいだ の境界,維 持 費 と更新 費 とのあいだ の境界
は,多 かれ少なかれ流動的 である……論争 が絶 えないのであ る」{5)とい うが,こ
の論争は これまでの ソビエ ト会計 の経験に よってすでに解 決 され てい る と主張
す る(〔39〕:CTP.44.)。また,クル グ リヤ ク 《B.C.Kpyr朋K》も,次の三 つの理 由
か ら賛成で きない と主張す る。一 つは,大 修繕費は労働 手段 の更新を 昌的 とし
た投資 の一部分であ り,経 常修繕は固定資産 の維持 費であ り,こ の ことは投資
と経営活動におけ る財源の区分を要求す るホズラスチ ョー トの原 則 と一致 して
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い ること,二 つは,1年 以上 の長期にわた って固定 フ ォン ドの磨滅 と関係す る
大修繕 費は多年 にわた って生 産物の原価に均等 に関連 づけ られねば な ら な い
が,も しこれ まで の方法を放棄すれば,大 修繕 の実施年度には大修繕の大 きな
費用が生産物 原価 に算 入 され別 の年度には全 く算入 されな くな り,生産 物原価
をいちじるし く変動 させ ることになる こと,三 つは,大 修繕 費は拡大再生産の
ための固定 フ ォン ドへ の投資の一種 とし考 えねばならない こ と,を 指摘 して,
大 修繕 と経常 修繕 とを統一 しすべての修繕費 を生産物原価に直接関連づけ るこ
とに反対 してい る(〔34〕:CTP.36.)。
なお,ミ リヤエフ 《B.A.MH頗eB》は,大 修繕費を費用 に直接関係づけ る方
法 を採用す る場合には,1964年か ら東 ドィ ッで1966年か らハンガ リーですで
に実施 され てい る類 似の方 法を十 分に研究す る ことが必要 であ ると提案 してい
る(〔35〕:CTP.27.)o
以上が大修繕 の問題につ いての論者た ちの主要な見解 であ る。
{1)この点について}X,「1963年規程」の第11条,第12条,第13条 に規定されている(拙稿 「ソ
ビエ トにおけ る減価償却の規程 と会計処理について」本誌第59巻第3・4号 参照)。
(2)プダーベ イ 《B・K).BynaBert》の書物を論評しているセンチァゴフ 《B.CeHgaroB》も将来 に
おいてはブダーベイの提案に移 ることに賛成 している(〔14〕:CTP.87.)。
(3)しか し,同 じホズラスチ ョー トの原則の強化の立場にたつ ピプリヤェ フ 《A.BHX四eB》は,ソ
ボレフ 《M.Co60aeB》のこの見解は 「大修繕用控除はその経済的性質において減価償 却 で な
い」(〔8〕:CTP.81.)とい うことを基礎にしてい るが,大 修繕用財源を正しく管理運営すればホ
ズラスチ ョー トの原則は順守 され るとして,ソ ボ レフの見解に反対してい る(〔15〕:CTP.60.)。
〈4)マルクス 「資本論」第2巻 邦訳大月書店版216頁 。
《5)前掲書217:頁。
(VI)未償却 の問題
「1963年規程」(第19条)では,未 償却固定 フ ォン ドの除却損uvは,住宅 の場合
と新技術 の導 入計 画に応 じた設備 の取替 えの場合 とを除いて,企 業 と組織 の経
済活動 の結果(損益)に関連づけ る ように規定 された②。
今回の論議過程 では,未 償却固定 フ ォン ドの除却損 の処理をめ ぐって次の よ
うな諸見解 が表明 され た。
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まず,ブ ダーベイ 《B.6yAaBefi>は,企業iのホズ ラスチ ョー トの原則を強化
させ るために も,除 却損を定款基金の減少に関係づけ ていた従来の方 法 よ りも
損益に関係づけ る現行 の方法が よい としなが らも,現 行 の方 法は ともすれば企
業利潤の減 少を恐れ て旧技術 の適時 な取替えに対 してブ レーキをかけ ることに
な るので,予 定 した修繕 の欠如,規 程 に違反 した技 術の運営等 に よって生 じた
除却損 のみを現行の方法 で処理すべ きであると提案 し,未 償却 の損失を利潤に
関係づけ る会計実践 に制限を くわ えることを主張す る(〔2〕:CTP.112.,〔5〕:CTP.
21.)(3,0
また,ミ リャエ フ 《B.MH刀fieB》は,まず規定 された耐用期 間前に労働手段が
除却 され ることに よっておきる未償却 の原因を二 つに分類す る。一つは,生 産
条件,固 定 フ ォン ドの利用条件,企 業活動の条件に関係あ る原 因,例 えば,(1>
設備に対す る保全 の悪 さ,質 の低 い修繕活動,(2)利用 に際 して集約的な 操 業
度にたえられ ないほ ど,設 備それ 自体 が品質 の劣 った設備 として機械製作業 で
生 産 され た こと,(3)設備を計画外に取替 えること等 の原因であ り,二 つ は,
生産条件,固 定 フ ォン ドの利用条件,企 業活動 の条件に関係 のない原因,例 え
ば,(1)償却率 の誤 った設定,(2)道徳 的磨滅 の影響,(3)天災等 の原因 で あ る
(〔16〕:CTP.25-26.)。そ して次 に,第 一 の原因に よって生 じた未償却の損失 は企
業 の利潤を減 少 させ ることに よって,第 二 の原因に よって生 じた未償却 の損失
は定款基金の減 少に よって,そ れぞれ処理 すべ きであ ると提案す る(〔16〕:CTP・
29.)(4)o
さらに,イ バ ノフ 《B.B.HBaHOB》は,次 の ような除却損 の処理 の五 つの方 法
を提案してい る。(1)国家 の計画に従 って技 術的装備 と固定 フ ォン ドの除 却 が
お こなわれ る石炭企業 の場合には,当 該企業は規程 に従 って設備を運営 しその
除却損の形成 には責任がないために,除 却損は企 業の定款基金の減少に よって
処理す る。(2)固定 フォン ドの期限前 の除却が企業,個 々の職場,生 産 の 再 建
に ょってお きた場 合には,そ の際発生 した損失は企業 の定款基金 の減 少に よっ
て処理す る。なぜ ならば,こ の除却損 は道徳的磨 滅 と関係 し,将 来,社 会的労
働 生 産性 の向上に よって補償 され るか ら。(3)収益性 の向上,生 産の増 大,経
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済的刺激基金 の蓄積等 を 目的 として企業が主体的 ・自主的に陳腐化 した技術を
除却す る場 合には,そ の際発生 した損失 は 「新経済制度」の もとで設定 された
f生産 発展基金」 の資金に よって補償す る。(4)技術運営規程 の違反,悪 質で不
適時 な修繕,不 十分 な保全等 のために固定 フ ォン ドの期限前の除却 を必要 とす
る場合には,除 却損は企業 の経済活動の結果 に関係づけ る。なぜな らば,こ の
損失は固定 フォン ドの利用 と保全 に対す る企業の非 経営的態度 のため発生 した
か ら。(5)労働手段の実 際の利用程度を無視 して所与 の更新用償却率を無 条 件
に採用 しなけれ ばならない現在の減魎償却制度 のも とでは,ヨ リ集約的に利用
して物理 的に完全に磨 損 した固定 フォン ドの期限前の除却に も未償却 の損失 が
生ず る。 しかし,こ の場 合の損失は企業 の定款基金 の減少に よって処理す る。
なぜならば,こ の損失 は企業 の責任 ではな く減価償却制度 の欠点に よって生 じ
た ものであるか ら(〔47〕:CTP.28-29.)。
こ うして,以 上の諸 見解 は固定 フ ォン ドの除却損をその発生原因別に異な る
処理 をすべ きであると提案 しているのである。
ザ アバ リイ シン 《M.3aBa朋U1朋》とシオル 《A.Illop》は,固 定 フ ォン ドの
未償却に よる損失を発生 させ る主要 な原 因は低 い更新用償却 率を設定す ること
にあ るとし,こ のために,「1963年規程」 では除却損の処理方 法を変更す ると
ともに,「1963年償却 率」 では高 い更新用償却率を設定 したのであると指摘す
る(〔4〕:CTP。16-17.)。と くに,ザ アバ リイシンは,未 償却が生ず る原因は低い
償却率の設定 と固定 フ ォン ドの利用 の不十分 さに よる結果 である とし,更 新用
償却率を正確に設定す れば,固 定 フォン ドの実際の耐用期 間 と規定 された標準
の耐用期間 との不一致 もな く,未 償却の損失 もな くな るが,こ の損失を完全に
な くすには 固定 フォン ドの利用 を改善す ることであ ると考 える。そ して,除 却
損を企業 の財務結果に関係づけ ることは固定 フ ォン ドの利用 改善 を刺激す るこ
とに役立つ ので,こ の除却損の処理方法を主張す る。 しか もその際,現 実 には
除却損の発生 原因を 明確に分類す ることは不可能 であ るので,企 業の責任 で発
生 した固定 フォン ドの除却 損のみ企業の財務結 果に関 係づけ よ うとす る提案に
は賛成 しないのである(〔31〕:CTP・107・)。
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バシ ロフ 《A・Ba-lipoB》は,当 該会計期 間中の原価 は特別 の場合 を除いて当
該会計期 間中に発生 した費用 のみを算定 し,当 該 会計期 間中に生 じた過去の年
度の費用 は企業 の損失 に関係 させ るべ きであ ると考 える。そ して,磨 損のため
運営から取 り除かれ る固定 フ ォン ドの未償却価値 は これ までの過去 の会計期間
に生産 された生産物原価に算入 され なか った減価償却 であ るとし,こ の費用部
分を企業 の損失 とすべ きであ る と主張す る((24〕:CTP.66.)。
マサ ルスキー 《A.B.MacanbCKvath>は,まず,1963年か ら,未 償却 固定 フォ
ン ドの損失を企業 と組織 の経済活動の結果 に関係づけた ことに よ り,固 定 フォ
ン ドの除却額 はいち じるし く低下 し,企 業 と組織は ヨリー層の利用 が不利 であ
るよ うな固定 フ ォン ドに対 して も減価償却計算 をし,フ ォン ド使用 料を国庫へ
納入 し,除 却 固定 フォン ドの解体か ら得 られ る部品 と材料 の売上 金を減少 させ
てい ると指摘す る。次に,も し仮 りに除却 損を企業 の経済活動 の結果に関係づ
け ることを認 めた として も,ヨ リ良い保全 と ヨリ高い質の修繕活動 のために生
じた除却 固定 フ ォン ドの過剰償却 を除い て関係づけ る必要 があ ると主張す る。
さらに,除 却 固定 フ ォン ドの未償却 の損失 をそ の発生原 因に もとつ いて差別 し
て処理す る ことは,.実際には発生原因を区分す ることが で きない ので認め られ
ない とい う。 そして,企 業 の経済活動の結果に未償却固定 フ ォン ドの除却損を
関係づける ことには反対 し,多 少 ともホ ズラスチ ョー トの原則を乱す ことがあ
っても,除 却 損を企業 の定 款基 金に関係づけ るこ とを強調 し,未 償却 の損失を
減少 させ る問題 は更新用償却 率を引 き上げ ることで解決すべ きであ る と い う
(〔39〕:CTP.46-47.)o
クル グ リヤ ク 《B.C.Kpyr"fiK》は,固 定 フ ォン ドの未償却 の損失 は企業が全
体 として獲得 した利潤額 に反映 させ る必要が あるとしつつ も,問 題は 除却損の
新 しい処理 方法を検索す るのでな く固定 フ ォン ドを ヨリ十分 に利用 して未償却
を お こさせない よ うに予防す る ことであ ると主張す る(〔34〕:CTP,37.)。
ペ レペチ ン 《H.1'lepeneqHH》は 「投資の経済的効率の模範 的決定 方法」(5,(1969
年)で は除却 固定 フ ォン ドの残存価額を拡張 と再建のた めの投資額に含 めるべ
きであるとしてい るが,こ の見解 に反対 し,投 資効率に関す るすべ ての指標は
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除却固定 フ ォン ドの未債却部分を 含めた投資額 ではな くて,純 投資額のみを基
礎 として計算すぺ きであると主張す る(〔38〕lCTP.129.)。
チシバ リン 《IO.qHqBapvaH》は,除 却損を企業の定款基金の減少 によって処
理していた1963年前 の方法 よ りも,企 業の経済活動 の結果 に関係づけ る1963
年後の現行方法が よいと考えなが らも,除 却固定 資産 の未償却に よる損失を評
価する必要 がある と主張す る。 そ して,そ の評価 方法 と し て,(1)除却時点の
再調達価額 に よって統一資産再評価 の場合 と同様の手続 で客体を評価 し,客 体
の全耐用期 間中に蓄積 された更新用減価 償却控 除 とその新 しい再調達価額 とを
対比 して,そ の差額を損失 とす る方法,(2)除却客体 の全耐用期 中に蓄積 さ れ
た更新用減価償却控除の実際額 で評価す る方法,め 二 つの方法を提唱 している
(〔21〕:CTP.59-60.)o
サ ビチ ェフ 《「1.CaB刑eB》は,企 業 レベ ルの減価償却会計手続では,現 在,
除却損は 「損益」勘定 の借方 と 「定款基金」勘定の貸方へそれぞれ記帳 されて
いるが,除 却損を 「損益」勘定の借 方 と 「減価償却基金」勘定の貸方へそれぞ
れ記帳すべ きであるとしてい る(〔18〕:CTP.31-37.)(6)。
以上が未償却 の問題についての論 者たちの主要 な見解 である(7}。
(1)除却損は,姻定 フォン ドの取得価額から減価償却控除累積額を差 し引いた未償却額 と,固定資
産の除却にさいして得 られた部品や材料の売上金から除却費を差 し引いた残額 との差額である。
(2)拙稿 「ソビエ トにおける減価償却の規程と会計処理について」(本誌 第59巻 第3・4号)参
照。なお,1963年以前においては,除 却損は企業の定款基金の減少に よって処理していた。 し
か し,企 業のホズラスチョー5を 強化す ることを主たる理由として,1963年以後には例外を除
いて,除 却損は企業 と組織 の経済活動の結果(損益)に関係づけられるようになった。
(3)プダーベイ 《B.K〕.By丑aBe旬の書物を論評 したセンチ ァゴラ 《B.CeHqaroB》は,除 却損の
処理の問題は労働手段の実際の耐用期間と規定された償却率つま り規定された標準の耐用 期 間
との関連で解決すべき事柄であるとし,実 際の耐用期間が標準の耐用期間より短期であ る場 合
には除却損は利潤に関係づけ,逆 の場合には除却は利潤の損失をもたらさないので経済活 動 の
結果に関係づける必要はない と主張している(〔14〕:CTP.88.)。
〈4)ミリヤエフは,固 定 フォン ドの除却を最適にす るための諸問題について実証的な調査 も別 の
論稿でおこな っている(〔44〕:CTP.25-30.)。
(5)この方法は,ソ 連邦 ゴスプラン,ソ 連邦建設事業国家委員会,ソ 連邦科学 アカデ ミー幹部会
によって,19C9年9月8目に認可されたのであるが,ザ ングピィル 《3.r.3aHrBunb》と トル
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カチ ェフ 《A.C.TomxaqeB》に よれば,そ こで示された投資効率決定 の一般原則に よって現存
の技術 と新 しい技術 との効率対比がなされ,経 済 的に合理的な機械 ・設備の耐用命数 とそ の取
替えを決定することが,「1970年訓令」では規定 されてい るとい う(〔10-a〕:cTp.14.,拙稿 「ソビ
エ トにおける新減価償却率について」本誌第59巻第1・2号125頁)。
(6)この記帳手続に賛意をしている論者 として,ク リュキン 《B.Kn}OKnH》がいる(B.KnK)KHH,
CoBep111eHcTBoBaTbyueTocHoBHNxcpe八cTB.・・6yxranTepcKmbygeT',No.3,1972.)とチ
シバ リン 《沿.qHgBaPHH》は指摘 している(〔21〕lCTP.59.)。'
〈7)1976年3月の ソ連邦共産党第25回大会 の開催 を機会に,ダ ドノブ 《A.双onoHoB》が党機関誌
「コムニス ト」誌上で,会 計の機械化 ・自動化,原 価計算の改善,経 理部長の役割 とともに,除
却損の処理法を今日の ソビエ ト会計学の重要な研究課題 としてあげていることからも,除 却 損
の処理法は今 日でも依然 として重要な問題 となっていることがわかる。なお,ダ ドノフは,国
家 と個 々の企業の財務関係を改善す る日的か ら,固 定 フォン ドの除却損を個 々の企業の利 潤 の





















よ うにな った。なお,大 修繕用減価償却控除の一部(10%)は大修繕資金 が不足
してい る他企業 を援助す るための予備基金をつ くるために上級機関 へ 引 き渡
す(2}。
今回の論議過程 では,更 新用 と大修繕用 の二 つの減価償却基金 の形成,管 理
お よび利用をめ ぐって次の ような諸見解が表 明された。
ブダーベ イ 《B.ByAaBe助は,ま ず,生 産発 展基金に くみい れ ら れ る更新
用減価償 却控除 は固定 フォン ドの単純 な除却を補填す るに十 分な財源を工業企
業 に与えていない ことを示 し,生 産発 展基金へ控 除す る減価償却部分を増大 さ
せることを提案す る。 しか も,陳 腐化 した設備を多量に所有 してい る 企 業 で
は,更 新用減価償却基金のすべ てを個 々の企業 の管掌の もとにお くことを提案
す る。同時に,利 潤か ら生産発展基金へ の控除額 は,生 産的固定 フォン ド年平
均額に対 してではな く,企 業の利潤額 に対す る百分率で算定 す ることを推薦し
てい る(〔2〕:cTp.127.)。また,「1963年規程」(第14条)で規定 され てい る近代
化の費用を大修繕用償却 で考慮す る現行方法を改め,生 産発展基 金を増大 させ
てその基金か ら近代化の費用を補償す る ことを提案 している(〔2〕:CTP.90-91.)。
次に,ブ ダーベイは,「新経済制度」の もとでは,企 業 または企業連合間への減
価償却控除の再分配は,企 業 または企業連合 の自主性 を強化させ るためには,
銀行信用 と同様に返済を義務づけるよ うに しなければならない と主張す る(〔5〕:
CTP.21.)o
ブダーベイの書物を論評 した センチ ァゴフ 《B.CeHqal'OB》は,新 設 備の購入
の財源 として大修繕用減価償却基金を利用 す ることが できる ようにな った 「新
経済制度」 の もとでは,大 修繕用減価償却控 除を生産発展基金へ くみいれ るこ
とを提案 してい る(〔14〕:CTP・87・)。
ミリヤエフ 《BAMHnfleB》も,「新経済制度」 のもとでは,更 新用減価償却
控除等か ら形成 され る生産発展基金 と大修繕用減価償却控除 のそれぞれの機能
は,大 修繕用 減価償却基金 の使途規制の緩和のため,き わめ て接近 してきたの
で,両 者を統 一す ることを考える。 このため,と くに固定 フ ォン ドの積極的部
分(機械と設備)についての大修繕用減価償却控除を生産発展基金へ くみ い れ る
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ことを提案 し,こ の提案は固定 フォン ドの再生産(取替え,大修繕,近代化)にむ
け ての資金 の効率的利用 のための条件 とな ると主張す る(〔35〕:CTP.27-28.)。・
ラフレフ 《A.PaXJIeeB》は,ま ず,大 修繕 の業務内容は現在拡大 しつつあ り
その費用 も増加 して きてい るので,大 修繕用減価償却控除額 と大修繕 実際額 と
の差が生 じてい るとのべ,そ の差額を発生 させ るよ うな大修繕 業務は生産発展
基 金で補償す ることを提唱す る(〔19〕:CTP.131.)。ついで,大 修繕用減価償却
基 金を大修繕 のためのみな らず 固定 フ ォン ドの更新 のために も利用で きるよう
にな った新 しい条件の もとでは,財 務計画に おい て大修繕用 支出 と更 新用支 出
とに大 修繕用減価償却基金を明確に区分 してお くことが必要 であ り,同 時に,
「1963年規程3の 大修繕 に関す る諸項 目はす でに古 くな ってい るので,大 修繕
用減価償却控除額 と大修繕実際額 とを一致 させ る方 向で大修繕 の諸項 目を再検
討す ることが必要であ ると主張 す る(〔19〕:CTP.133.)。
ザ アバ リイ シン 《M.3aBa朋IHHH》は次 の二つ の事柄を提案 してい る。 一 つ
は,今 回の償却率の改訂にあた っては,機 械 と設備の耐 用期 間の短縮 つ ま り高
い更新用償却率 の設定 とい うことになる ことは多分確実であ り,こ の ことは更
新用減価償却控 除額を増加 させ ることにな る。そ こで,更 新用減 価償 却控 除額
から生産発展基金への控 除額を減少 させ る方向で生産発展基金へ の更新用減価
償却控 除額か らの控 除基 準を再検討す る必要があ ると主張す る(〔31〕:CTP.108.)。
二 つは,大 修繕用減価 償却控 除の一部(10%)を他企 業へ無 償で再配分す る現行
方法は,企 業 のホズラスチ ョー トを強 めるた めに廃止すべ きであ ると提案する
(〔31〕:CTP.109.)o
シュル マソ 《C.M.肛ly"bMaH》は,大 修繕用減価償 却基 金は この基 金の本来
の使途 目的で ある固定 フ ォン ドの大修繕 の実施 のた めに のみ利用 され るべ きで
あ ると主張 し,大 修繕 のかわ りに設備購入のた めに利用 す る資金はそれを算定
して生 産発展基金に くみいれ ることを提案す る。そ して,生 産過程の更新のた
めの資 金をすべ て生産発展基 金へ集 中す る ことは この資金 の利用を一 層効率化
さ せ る こ と9こな る と い う(〔43〕:CTP.50.)。
コ ノバ ァ ロー バ ァ 《H.n.KOHOBanOBa》は,生 産 発 展 基 金 の 資 金 は 除 却 固 定 ブ
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オン ドの価値を完全に補償す るにた るものでなければな らない と考 え,生 産発
展基金へ くみいれ られ る減価償却額はす くな くとも固定 フ ォン ドの積極的部分
磯 械と設備)の除却額 と一致すべ きであると主張す る。そ して,生 産発 展 基 金
への減価償却か らの控 除基 準は,更 新用償却 率に対す る計画年度平均除却係数
との比率あ るいは更新用減価償却額に対 す る計画年度平均除却額 との比率で決
定され る必要があ ることを提 案す る(〔10-e〕:CTP.93.)。
ビィ リュコバ ァ 《ET.BHPK}KOBa》も,生 産発展基金は固定 フ ォン ドの積極的
部分(機械と設備)の技術 的改善のために利用 され るため に,生 産発展基 金 へ く
みいれ られ る減価償却控 除の大 きさは陳腐化のため除却す る労働手段を十分に
補償で きるものでなければな らない と主張す る。そ して,生 産発展基金へ くみ
いれ られ る更新用減価償却控 除額か らの控除基準は次 の公式 で決定 できる と提
案する(〔10-g〕:cTp.124-125.)。
H・一 蹄P(1+K・+K・)・N…Hpと も思われ・・澱 のまま
Hp……更新用減価償却から生産発展基金への控除基準(%)
KB… 固定フォン ドの積極的部分の除却率





また,更 新用減価償却の総額 と生産発展基金へ くみいれたその額 と の 差 額
(IOO-Hp)は,中央 集中的投 資計画に従 った 固定 フ ォン ドの再生産へ の財源 と
して利用 され る ことにな る。
なお,以 上 の諸 見解 と全 く異 な る見解を ノビコフ 《M.HOBvalCOB》は シンポジ
ウムで発言 してい る。 ノビコフは,生 産発 展基金に よって固定 フォン ドの拡大
再生産は もと よ り単純再生産 も維持 できない以上,更 新用減価償却基金を省や
官庁の管轄下に移 し,更 新用減 価償却控除の全額 を国家(全社会)の管掌の もと
に集 中すべ きであ ると主張 してい る(〔11〕;CTP.154.)。
以上が減価償却基 金の形成,管 理 お よび利用につい ての論者たちの主要 な見













以上,「1975年償却 率」 の作成 と 「1975年規程」 の制定にむけ ての今回 の論
議過程 であらわれた争点 を,争 点 に直接 触れ ることのなか った ご く一部の参考
資料 を除 きさきに掲出 した多 くの資料 の うちか ら諸論者に よって提 起 された諸
見解 を紹 介す る ことに よって,現 在の ソビエ ト減価償却 の理論 と制度 について
の 七つの主要 な問題を考察 してきた。 もとよ り,こ れ ら七 つの争 点は,そ の う
ちの どの一つ を取 り上げ てみ ても重要 な研究 課題 であ り,し たが って今後 ヨ リ
詳 細に理論的実証的に一 層究明していか なければ ならない諸問題 である。 しか
し,本 稿では さしあた って七つ の争点 にわた るソ ビエ ト減価償却 の理論 と制度
につ いて今回 の論議退程 で諸論者が どの よ うな考 えを表 明したのか を指摘す る
に とどめた。
ところで,今 回の論 議過 程では,同 じ社 会主義諸国 であるセ フ諸国 の減価償
却 の動 向も ソビエ トに紹 介 され,ソ ビエ ト減価償却 の理論 と制度 の発展 と改善
のための貴重 な討議資料 として活用 され た。そ こで最後に,ソ ビエ トで争点 と
な った減価償却 の諸問題はセ フ諸 国では どの よ うな情況に あるのか を,セ フ諸
国 の減価償却制度を究 明した フメレフスキー 《H.H.XMe汲eBCK曲》の論文を通
して考察す ることに よって,本 稿 のむすびにかえたい。
セフ諸 国においては,ま ず,ポ ー ラン ドでは1962年に,東 ドイ ツでは1964
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年(追加が1966年)に,ルー マニアでは1967年に,ハ ン ガ リーでは1968年に,
それぞれ固定 フ ォン ドの統一再評価実施後に,モ ン ゴルでは1968年に 統一再
評価実施前に,そ れ ぞれ設定 された償却率が今 日存在 してい る。 また,1972年
現在で,ブ ル ガ リア,チ ェコス ロバ キアでは新 償却 率の作成 が検討中である。
モンゴルでは1969年に 減価償却基金の利用 方法に関す る新規程が制定 された
(〔10-h〕:CTP.129.・,CTP.136.)。L多くの セフ諸国では,新 償却率 の作成に際 して
は,1)設 備 グルー プの技術 ・経済 的変化 の要因,2)中 期 と長期 の設備生産予
測の要 因,3)最 新 の国民経済5力 年計画にみ られ る構造変化 の要 因,4)道 徳
的磨滅 の作用 の要因,5)設 備取替 えに必要 な財源 の確保 の要因 とい う五 つの
主要な要 因を十分 に討議 して,償 却 率を設定 してい る(〔10-h〕:CTP.131-132.)。
セフ諸 国では,償 却率計算 のための固定 フ ォン ドの分類 は拡 大す る傾向がみ
られ,例 えば,チ ェコス ロバキ アでは1969年に 更新用償却 率 と大修繕用償却・
率の二 つの2000の率か ら3000の率にな り,3000の率に対応 した固定 フォン ド
の分類 がな された。ル ーマニ アでは1500の率 を導入 しよ うとしてお り,ポ ー
ラン ドでは800の率,モ ンゴルでは270の率 とな ってい る(〔10-h〕:cTp.133.)e
また,近 年,固 定 フォン ドと流動 フォン ドとを区分す る金額基準を引 き上げ よ
うとす る傾 向もみられ,例 えば,ル ーマニ アでは300レイか ら500レイに,モ
ンゴルでは100トウグ リックか ら200トウグ リックに,そ れぞれ引き上げた。
さらに,モ ンゴルでは使役家畜を償却対象か ら取 り除いた(〔10-h〕:CTP.134.)。
固定 フォン ドの道徳的磨滅の考慮は更新用償 却率を大 き く引 き上げ ることに
よって解 決してお り,例 えば,ハ ン ガ リーでは道徳的磨 滅の作用を受けやすい
多 くの機 械 と設備に対 して平均償却期間4～6年 に照応す る高い償却率を 設 定
した く〔10-h〕:CTP.135.)。
セフ諸 国の多 くの専 門家は,伝 統 的な定額償却法 と並行 して,耐 用期間の初
期の うちに固定 フ ォン ドの価値 を償 却す る加速償却法を,技 術進歩の加速度化
のために広 く利用すべ きである と主張 してい る(〔10-h〕:CTP.136-137・)(1)。
ソビエ トでは未解決 の問題 として残 された規定 された減価償却期 間満 了後に
減価償却計算を中止す るか継続す るかの問題は,す でに ハン ガ リー,東 ドイ
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ツ,モ ン ゴルでは中止す ることを法規 で明記 され てい る(〔10-h〕:CTP.137.)。
さらに,大 修繕 に対す る中央集中的規制を完 全に または部分的に廃止 し,大
修繕費を生産費に よって直接補填 しよ うとす る傾 向が,多 くのセ ブ諸国にみ ら
れ る。例えば,東 ドイ ッでは1964年か ら,ハ ンガ リ 一ー一では1966年か ら,そ れ
ぞれ減価償却は更新用 償却計算のみ実施 され てい る。 と くに,ハ ン ガ リー で
は,大 修繕に対す る中央集中的規制 を完全 に廃止 し,大 修繕 と経常修繕 とを一
つの範疇に統一 し,大 修繕費を生産 費に よって直接補填す るこ と に し た 。ま
た,固 定 フ ォン ドの保全維持 と修繕費の節約を 目的 として修繕 費の支出基 準を
制定 し,過 去3年 間 で年平均修繕費が支 出基 準 よ り95%以 内 で支出 された と
す る と,そ の節 約額 は企 業の追加利潤 として算入 され る ことにな った(〔10-h〕:
CTP.137-139.)o
セフ諸国においては,固 定 フォン ドへ の投資財源 を これ までの国庫支 出を制
限 して,個 々の企業 における利潤,減 価償却控除 お よび銀行信用 に求 め,い わ
ゆ る 「自己財源 方式」 に よって投 資財源 を捻 出し よ うとす る方 向は ます ます強
まってい る(2)。そ こで,減 価償却控除基金 の形成,管 理 お よび利用 もこの方 向
にそ って改善 されつつあ る。例えば,ブ ル ガ リアでは1966年か ら減価償却控
除 の全額 を個 々の企業 の管掌の もとにおい てお り,モ ンゴルでは減価 償却控除
の大部分を投 資のた めの企業 の自己基 金に算入 してい る。 しか も,こ の蓄積し
た基金を ゴスバ ンクの斡旋に よって他 の企業へ信用 として引 き渡す こ と も で
き,そのかわ りに,企業 は受取利子を ゴスバン クは手数料をそれぞれ受取 るので
ある。東 ドイツでは最近 の財務省 の規程に よる と69年と70年の2年 間 に,企
業 とコン ビナ ー トは減価償却控 除を 自己 の管 掌下 にお き,そ の金額 が投資総額
の70%に な った ら企業連合へ控除 し,90%に なる と国庫へ控 除す る よ うにし
た。そ して,企 業の管轄下に残 った償却 控除部分は投資財源 と長期借入金の返
済に利用 され,そ の未利用残 高を次期 に繰越す ことに している(〔10-h〕:CTP.140
-142.)。
以上 のセ フ諸国におけ る減価償却 の動 向か ら明らかな よ うに,す でに考察 し
た ソビエ トにおけ る今回 の論議過程で論 者たちに よって提唱 された若 干の見解
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は,セ フ諸国ではす でに実現 されてい ることは注 目してお く必要が あろ う。 こ
の ことは,ソ ビエ トで今 日討議 され てい る減価償却制度 の諸問題 はセ フ諸 国の
それ とはかな りズ レが あることを示 してい るので,興 味 あることとい え よう。
ともあれ,「1975年償 却率」 の作成 と 「1975年規程」 の制定をめ ぐる ソビエ ト
減価償却 の諸問題は,以 上 の よ うな内容 と特徴を もってい るのであ る。
(1)例 え ば,東 ドイ ツで は,X.Φmuep,¢.1HTe6e,KMaTepH,3.TaHreti3ep,ハン ガ リ)一で
は,Φ.KepeiUH,ポ・一ラ ン ドで はJLTapaceBH9等 が,そ れ ぞ れ 加 速 償 却 法 の 採 用 を 強 調 し て
い る と フ メ レ フ ス キ ・一 《H.H.XMeneBcKvan》は 手旨摘 し て い る(〔10-h〕:cTp.137.)。
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この表から,第1に,国 民経済の投資において国庫支出の比率が低下したこと,第2に,企
業の自己資金(利潤,減価償却基金など)が投資において大きな比率をしめてきたこと,第3に,
投資のための長期借入金(銀行信用)の比率が増大してきたこと,を知ることができる。
